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Ⅰ 法律改正に伴う取り扱いの変更 

１ 令和６年度の基準省令等の改正（義務化した基準や減算関係） 

詳細については、基準省令の解釈通知（「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す

るための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準につ

いて（平成 18 年 12 月６日障発第 1206001 号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通

知）」）を確認してください。 

 また、下記（１）から（６）について、適正な運営をお願いします。 

(１) 障がい者虐待防止のための取組み 

① 虐待防止委員会の設置、開催及び周知徹底 

事業所における虐待の未然防止や虐待事案発生時の検証及び再発防止策の検討等を行う

委員会（＝虐待防止委員会）を設置のうえ同委員会を年 1 回以上開催し、その検討結果に

ついて従業者に周知徹底すること。 

＊ 身体拘束等適正化委員会と一体的に設置・運営することも可能。 

＊ 事業所単位でなく、法人単位での委員会設置も可能。 

② 従業者への研修実施 

虐待防止のための研修を年 1 回以上（新規採用職員は必須）実施すること。 

＊ 研修の実施内容について記録すること。 

＊ 研修は、職員研修施設、協議会、基幹相談支援センターが実施する研修に事業所が参

加することでも可能。ただし、研修内容を必ず事業所内で共有すること。 

③ 虐待の防止等のための担当者の配置 

虐待防止委員会の開催・その結果の従業員への周知、虐待防止のための研修を適切に行

うための担当者（虐待に関する担当者）を、事業所のサービス提供責任者から配置するこ

と。 

④ 運営規程への明記 

虐待の防止のための措置に関する事項として、次の内容を運営規程に定めること。 

  ア) 虐待に関する担当者の選定 

  イ) 成年後見制度の利用支援 

  ウ) 苦情解決体制の整備 

  エ) 従業者に対する虐待の防止を啓発・普及するための研修の実施 

  オ) 虐待防止委員会の設置等に関すること（定期的な開催・従業者への周知徹底） 

★未実施の場合：所定単位数の１％を減算 
 上記④の運営規程への明記のみ未実施の場合は減算対象外だが、指定基準で記載するよ

う定められているため、必ず明記すること。 

【関係資料（厚生労働省 HP 掲載）】 

・ 「障害者福祉施設等における障害者虐待の防止と対応の手引き」 

    https://www.mhlw.go.jp/content/001282170.pdf 

・ 「障害者虐待防止の理解と対応」 

  https://www.mhlw.go.jp/content/000686501.pdf 

・ 令和３年度障害福祉サービス等報酬改定等に関するＱ＆Ａ VOL.２ 

  https://www.mhlw.go.jp/content/000766855.pdf 
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（２）身体拘束等の適正化を図るための取組み 
① やむを得ず身体拘束等を行う場合の記録 

  やむを得ず身体拘束等を行う場合には、その様態及び時間、その際の利用者の心身の状

況並びに緊急やむを得ない理由その他の必要な事項を記録しなければならない。 

② 身体拘束適正化検討委員会の開催・周知徹底 

事業所における身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（＝身体拘束適正化

検討委員会）を年 1 回以上開催し、その結果を従業者に周知徹底すること。 

＊ 虐待防止委員会と一体的に設置・運営することも可能。 

＊ 事業所単位でなく、法人単位での委員会設置も可能。 

③ 身体拘束等の適正化のための指針の整備 

次の項目を盛り込んだ指針を整備すること。 

 ア) 事業所における身体拘束等の適正化に関する基本的な考え方 
 イ) 身体拘束適正化検討委員会その他事業所内の組織に関する事項 
 ウ) 身体拘束等の適正化のための職員研修に関する基本方針 
 エ) 事業所内で発生した身体拘束等の報告方法等の方策に関する基本方針 
 オ) 身体拘束等発生時の対応に関する基本方針 
 カ) 利用者等に対する当該指針の閲覧に関する基本方針 
 キ) その他身体拘束等の適正化の推進のために必要な基本方針 

④ 従業者への研修実施 

指針に基づいた研修プログラムを作成し、身体拘束等の適正化のための研修を年 1 回以上

（新規採用職員は必須）実施すること。 

  ＊ 研修の実施内容については記録すること。 

  ＊ 事業所内で行う他の職員研修プログラムと一体的に実施することも可能。 

 ★未実施の場合は減算（相談系サービスは除く） 

訪問・通所系サービス※1は所定単位数の１％ 
施設・居住系サービス※2は所定単位数の 10％ 

＊1 訪問・通所系サービス：居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障害者等包括支
援、生活介護、短期入所、自立訓練（宿泊型自立訓練を除く）、就労選択支援、就労移行支
援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型 

＊２施設・居住系サービス：障害者支援施設（施設入所支援のほか、障害者支援施設が行う各サー
ビスを含む）、療養介護、共同生活援助、宿泊型自立訓練 

【関係資料（厚生労働省 HP 掲載）】 

・ 「令和６年度障害福祉サービス等報酬改定における主な改定内容」12 頁 
      https://www.mhlw.go.jp/content/001216034.pdf 

（３）感染症の発生及びまん延防止に関する取組み 

  ① 感染対策委員会設置・周知徹底 

事業所における感染症の予防及びまん延防止のための対策を検討する委員会（感染）対

策委員会）を、訪問・相談系サービス※1 はおおむね６月に１回以上、施設・居住・通所系

サービス※2 はおおむね３月に１回以上（感染症が流行する時期等は必要に応じて随時）開

催し、その結果を従業者に周知徹底すること。なお、感染対策委員会の設置・運営につい

ては、関係する職種や取扱う事項等が相互に関係が深いと認められる他の会議体を設置し

ている場合、一体とすることも可能。 

＊1 訪問・相談系サービス：居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障害者等包括支
援、計画相談支援、地域移行支援、地域定着支援、就労定着支援、自立生活援助 

＊２施設・居住・通所系サービス：障害者支援施設（施設入所支援のほか、障害者支援施設が行う
各サービスを含む）、療養介護、共同生活援助、生活介護、短期入所、自立訓練、就労移行
支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型 
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② 指針の整備 

次の項目を盛り込んだものを整備すること。 
平常時の取組 感染症発生時の対応 

・事業所内の衛生管理（環境整備等） 
・支援にかかる感染対策（手洗いや使い捨て
手袋の使用、マスクの着用、事業所の換気
等といった基本的な予防策） 

・発生状況の把握 
・感染拡大の防止措置 
・医療機関、市保健所、障がい福祉課等関係
機関への報告、連携 

③ 研修や訓練（シミュレーション）の定期的な実施 

ア) 研修の実施 （※1、※２は上記①参照） 

「感染症の予防及びまん延防止」のための研修を、訪問・相談系サービス※1 は年１回以

上、施設・居住・通所系サービス※2は年２回以上実施すること。（新規採用職員は必須） 

＊ 研修の実施内容は記録すること。 
＊ 感染症発生時の業務継続計画に係る研修と一体的に実施することも可能。 

イ) 訓練（シミュレーション）の実施 （※1、※２は上記①参照） 

感染症発生時を想定し、発生時の対応について、訓練（シミュレーション）を訪問・相

談系サービス※1 は年１回以上、施設・居住・通所系サービス※2 は年２回以上、行い、事業

所内の役割分担や一連の手順を確認すること。 

＊ 感染症の業務継続に係る訓練と一体的に実施することも可能。 
＊ 訓練の実施方法は机上や実地の別を問わないものの、机上と実地を組み合わせながら実

施することが効果的である。 

【関係資料（厚生労働省 HP 掲載）】 

・ 感染対策マニュアル・業務継続ガイドライン等 
    https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_15758.html 

（４）業務継続に向けた取組み 

業務継続計画の策定・研修及び訓練の実施については、他のサービス事業者（グループ法人

や連携法人）との連携により行うことも可能。 

① 業務継続計画の策定・周知徹底 

感染症や災害が発生した場合であっても、必要なサービスが継続的に提供できるよう、

次の項目を盛り込んだ業務継続計画を策定し、その結果を従業者に周知徹底すること。 
感染症に関する項目 災害に関する項目 

・平時からの備え（業務体制、感染症防止に
向けた取組みの実施、衛生用品等消耗品の
確保等） 

・初動対応（業務継続計画発動基準） 
・感染拡大防止体制の確立（区保健所との連
携、発症者及び濃厚接触者への対応、関係
機関との情報共有等） 

・平時からの備え（建物や設備の安全対策、
ライフライン停止時の対策、備蓄品等の確
保） 

・初動対応（業務継続計画発動基準） 
・業務継続体制の確立（他施設等の応援体
制、地域との連携等） 

② 研修や訓練（シミュレーション）の定期的な実施 

ア) 研修の実施 

感染症及び災害の発生時の業務継続計画に係る具体的な内容について、障害者支援施

設（施設入所支援のほか、障害者支援施設が行う各サービスを含む）は年２回以上、そ

の他の障害福祉サービス事業所は年１回以上研修を実施（新規採用時にも実施すること

が望ましい）すること。   

＊研修の実施内容は記録すること。 
＊感染症発生時の業務継続計画に係る研修は、感染症の予防及びまん延防止に係る研修

と一体的に実施することも可能。 
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イ) 訓練（シミュレーション）の実施 

感染症や災害発生時を想定し、継続する業務のオぺレーションを行うといった訓練

（シミュレーション）を障害者支援施設（施設入所支援のほか、障害者支援施設が行う

各サービスを含む）は年２回以上、その他の障害福祉サービス事業所は年１回以上行

い、事業所内の役割分担や一連の手順を確認すること。 

＊ 感染症発生時の業務継続計画に係る訓練は、感染症の予防及びまん延防止の訓練と一
体的に実施することも可能。 

＊ 実施方法は机上、実地を問わないが、両方を組み合わせての実施が効果的である。 

③ 業務継続計画の定期的な見直し 

業務継続計画は定期的に見直しを行い、必要に応じて変更すること。 

★未策定の場合は減算 

訪問・相談・通所系サービス※1は所定単位数の１％ 
施設・居住系サービス※2は所定単位数の３％ 

＊１訪問・相談・通所系サービス：居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障害者包
括支援、短期入所、生活介護、自立生活援助、自立訓練（宿泊型を除く）、就労移行支援、
就労継続支援、就労定着支援、計画相談支援、地域移行支援、地域定着支援 

＊２施設・居住系サービス：療養介護、障害者支援施設（施設入所支援のほか、障害者支援施設が
行う各サービスを含む）、共同生活援助、宿泊型自立訓練、 

【関係資料（厚生労働省 HP 掲載）】 

・「令和６年度障害福祉サービス等報酬改定等に関するＱ＆Ａ」 
   https://www.mhlw.go.jp/content/001260473.pdf 

（５）障がい者の意思決定支援を推進するための方策 

①障がい者の意思決定支援を推進するため、指定基準に以下の規定を追加。 

ア)  取扱方針 

・事業者は、利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、利用者の

意思決定の支援に配慮するよう努めなければならない。 

 イ)  サービス等利用計画・個別支援計画等の作成等 

・利用者の自己決定の尊重及び意思決定の支援に配慮しつつ、利用者が自立した日常生活

を営むことができるように支援する上での適切な支援内容の検討をしなければならな

い。   

・利用者の希望する生活や課題等の把握に当たり、利用者が自ら意思を決定することに困

難を抱える場合には、適切に意思決定支援を行うため、当該利用者の意思及び選好並び

に判断能力等について丁寧に把握しなければならない。 

・相談支援専門員やサービス提供責任者が行うサービス担当者会議等について、利用者本

人が参加するものとし、当該利用者の生活に対する意向等を改めて確認する。 

※個別支援計画については、相談支援事業者にも交付しなければならない。（義務化） 

・本人の意思に反する異性介助がなされないよう、サービス提供責任者等がサービス提供

に関する本人の意向を把握するとともに、本人の意向を踏まえたサービス提供体制の確

保に努めるべきものであること。なお、把握した本人の意向については、サービス提供

記録や面談記録等に記録するとともに、本人の意向を踏まえたサービス提供体制の確保

について、人員体制の見直し等を含め必要な検討を行った結果、人員体制の確保等の観

点から十分に対応することが難しい場合には、その旨を利用者に対して丁寧に説明を行

い、理解を得るよう努めること。【指定基準の解釈通知】  
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  ウ)  サービス提供責任者等の責務 

・利用者の自己決定の尊重を原則とした上で、利用者が自ら意思を決定することに困難を

抱える場合には、適切に利用者への意思決定支援が行われるよう努めなければならな

い。 

 

注意 情報公表未報告減算については、「A-03 処遇改善加算、情報公表制度」に記載して

います。必ず内容を確認ください。 
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Ⅱ 障がい福祉サービス及び地域生活支援事業のサービス内容等 

１ 介護保険制度、生活保護との関係 

・介護保険制度に、障がい福祉サービスに相当するサービスがある場合は、基本的には、介

護保険サービスを優先して受けることになります。ただし、サービス内容や機能から、介

護保険サービスには相当するものがない障がい福祉サービス固有のものと認められるもの

（同行援護、行動援護、自立訓練[生活訓練]、就労移行支援、就労継続支援など）や、介

護保険サービスの支給量では、十分なサービスが受けられない場合などには、障がい福祉

サービスが利用できます。 

・生活保護法の介護扶助と障がい福祉サービスとの関係について、主に 65 歳以上で介護保険

の被保険者である生活保護受給者の場合は上記と同様ですが、40 歳以上 65 歳未満で特定疾

病に該当し、医療保険に未加入の生活保護受給者（被保険者番号が「Ｈ」で始まる方）の場

合は、障がい福祉サービスが介護扶助に優先します。 

・地域生活支援事業（移動支援など）についても、この考え方を準用します。2 

２ 障がい福祉サービス 

１ 居宅介護 

 (１) サービスの内容 
   居宅において入浴、排せつ及び食事等の介護、調理、洗濯及び掃除等の家事並びに生活等

に関する相談及び助言その他の生活全般にわたる援助を行います。 

   なお、入院・入所した場合は利用できません。 

 身 体 介 護 内       容 

 

 

 

 

 

 

 

食事の介護 
食事姿勢の確保、食事の進行にしたがってのおかずをきざむ等の介助、 
本人のペースを重視した摂食介助、終了後の利用者の清潔の確保 など 

排泄の介護 
おむつ交換、尿びんの使用、トイレへの移乗・移動、排尿・排便介助、 
陰部（肛門）の清潔の確保 など 

衣類着脱の介護 
寝間着から普段着への衣類の着脱の介助、 
普段着から外出着への衣類の着脱の介助 など 

入浴の介護 衣服の着脱、浴室までの移動、洗身、洗髪、髪の乾燥 など 

身体の清拭、洗髪 清拭、洗髪、洗顔、歯磨き、爪切り など 

その他 体位変換、じょくそう予防のための臥位姿勢交換 など 

 家 事 援 助 内       容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調理 

食事の調理、配膳、後かたづけ など 
※対象とならないサービス 
（例）利用者以外の方の分の調理、来客の応接（お茶食事の手配）、 

正月・節句等の特別な手間をかけて行う調理 など 

衣類の洗濯、 

補修 

利用者の衣服の洗濯機による洗濯、乾燥、取り入れ、アイロンがけ、 
収納、夏冬服の入れ替え、ボタンつけ など 
※対象とならないサービス  （例）利用者以外の方の分の洗濯、補修 

掃除、整理 

整頓 

 

利用者が専ら使用する居室内清掃、台所掃除(単身世帯の場合)、ごみ出し
(単身世帯の場合) など 
※対象とならないサービス 
（例）利用者以外も利用する居室等（居間・台所・浴室・トイレ等の共用部分）の掃

除、利用者以外の分の布団干し、庭の草むしり、花木の水やり、植木の剪
定、障子の張り替え、家具・電気器具等の移動・修繕・模様替え、床のワ
ックスがけ、家屋の補修・ペンキ塗り、大掃除、自家用車の洗車・掃除、
ペットの世話、引越しの荷造り、引越し前に住んでいた住居の掃除 
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家 事 援 助 内       容 

 生活必需

品の 

買い物 

原則として、単身世帯とし、ヘルパーによる代行サービスを基本とする。 
日常生活に必要な買い物（通常利用している生活圏内）、医療機関（調剤薬局含む）での薬
の受け取り（医療機関が受診を伴わない薬の受け取りを認めている場合のみ）など。 

※ 利用者本人がヘルパーに同行することは禁止しないが、利用者本人が同行した場合も家事
援助で算定（身体介護では認められない）。 

関係機関

等との 

連絡 

区役所等との連絡 など 
【利用者が視覚・知的障がい者等で子どもがいる場合】 

保育園・学校等からの連絡帳の代読、助言、保育園・学校への連絡援助 

その他 

・ベッドメイク・・・シーツ交換、布団カバーの交換 
・コミュニケーション介助･・・郵便物・回覧板等の代読、手紙の代筆（営利行為としての代筆を
除く） など 

・その他・・・居宅介護は、介護保険の訪問介護よりもサービス提供範囲が広く、例えば、エ
アコンフィルターの掃除については、利用者の障がいの状況や家族等による対応が困難であ
るといった世帯の状況によっては、家事援助の内容に該当する。 

通 院 等 

介 助 

 

医療機関の受診や官公署等へ公的手続きや相談のために外出する際の移動等の介
助、窓口での手続きの補助 など 

※「身体あり・なし」はあくまでも報酬単価による区別であり、 
「身体なし」の場合でも身体的な介助が必要であれば行ってください。 

【居宅介護において提供できる通院等介助の外出先】 
① 病院等に通院（入院と退院を含む。）する場合 

※通院時の介助や診察室内介助は、「Ⅲ－３（３）通院時の介助」参照。 
② 官公署への公的手続き・相談 
③ 指定地域移行支援事業所、指定地域定着支援事業所、指定特定相談支援事業
所及び指定障がい児相談支援事業所に障がい福祉サービスの利用相談のために
訪れる場合 

④ 指定地域移行支援事業所、指定地域定着支援事業所、指定特定相談支援事業
所及び指定障がい児相談支援事業所に相談の結果、見学のために紹介された指
定障がい福祉サービス事業所を訪れる場合 

⑤居宅が始点又は終点であり、障がい福祉サービスの通所系の事業所や地域活動
支援センター等から目的地（病院等）への移動等に係る通院等介助等に関し
て、同一の事業所が行う場合 ※令和６年度報酬改定における改定 

    （例１）  

居宅   →   病院等  →  障がい福祉サービスの事業所等 
【始点】Ａ区間      Ｂ区間     【終点】                                        

（例２） 

障がい福祉サービス事業所等  →  病院等  →   居宅 

【始点】     Ｂ区間    Ａ区間  【終点】 
・Ａの区間の算定がある場合のみ、Ｂの区間の算定が可能 
・Ａ及びＢの区間の通院等介助等を同一の事業所が行うこと 

※車を使用する際の注意点 
支援を行うヘルパーの運転時間は報酬の算定対象外です。また、有償で運送

する場合は道路運送法上の許可等が必要です。詳しくは「Ⅴ資料集 6障害福祉
サービス等における輸送に係る法的取扱い」参照。 

通院等乗

降介助 

(介護タクシー) 

居宅介護事業の指定を受けているタクシー会社などから、タクシーの乗車前と降
車後に通院等介助のサービス提供を受ける。タクシー運賃は自己負担。 

【居宅介護において提供できる通院等乗降介助の外出先】 
居宅介護において提供できる通院等介助の外出先と同じ。 
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(２) 利用できないサービスの内容 

利用者にも必ずご理解いただいてください。 

   ① 商品の販売・農作業など生業の援助的な行為 

  ② 家族の利便に供する行為又は家族が行うことが適当であると判断される行為 

  ③ ヘルパーが行わなくても日常生活を営むのに支障が生じないと判断される行為 

  ④ 日常的に行われる家事の範囲を超える行為 

  ⑤ 外出時の介助（ただし、通院等介助は除く。） 

  ⑥ その他（留守番、利用者本人の不在時の家事援助 など） 

  ※介護給付では、利用できないサービスにおいて、事業所が有償で独自にサービスを提供す

ることは可能です。ただし、介護給付の時間帯以外に実施してください。 

(３) 対象者 

障がい支援区分１以上（障がい児は障がい支援区分１相当以上）の者。 

通院等介助（身体介護を伴う場合）の支給決定は、区分２以上かつ障がい支援区分認定

調査の関係項目に係る認定状況による。 

※ 障がい児は、保護者の状況や障がいの程度を踏まえて支給決定をする。 

(４) 利用が可能な時間 

  障がい支援区分や介護者の状況に応じて月 0.5～186 時間の範囲内で必要な時間 

(５) 留意点 

①居宅介護と重度訪問介護の併用 

原則として、居宅介護と重度訪問介護サービスの併用はできません。 

 ②原則利用時間超過届出 

居宅介護サービスを提供する際には、原則利用時間(身体介護及び通院介助(身体介護

伴う)：３時間/回、家事援助及び通院介助(身体介護伴わない：1.5 時間/回))以内で提供

してください。 

やむを得ない事情のため原則利用時間を超える部分が必要と判断できる場合、事前に

原則利用時間超過届出書に受給者証を添えて各区に提出してください。ただし、不必要

な時間の延長は認められません。 

届出書の提出にあたっては、利用内の超過が必要となる理由をできるだけ具体的に記

載してください。 

支給決定の更新時においても原則利用時間を超過する場合は届出書を再提出してくだ

さい。 

なお、次の場合も届出が必要となるので、注意してください。 

ア）Ａ事業所がサービス提供した後にＢ事業所がサービス提供する場合のように、サ
ービス提供する事業所やヘルパーが途中で変わる場合も、利用者から見ると連続し
たサービス提供を受けていることになるため、原則利用時間を超過する場合は区役
所へ届出が必要です。 

  ※提出はどちらの事業所でも可能です 

イ）同一サービス類型でサービスとサービスの間隔が２時間以上空いてない場合は一
連のサービスとみなすため、同一事業者であるか否かにかかわらず、前後のサービ
ス提供時間を合算して原則利用時間を超過する場合は届出が必要です。 

③登録特定行為事業者の認定特定行為業務従事者が実施可能な喀痰吸引は、口腔内、鼻腔内、

気管カニューレ内部の３つに限定されており、永久気管孔などから吸引を行うことはできません。 

このことは、従事者が看護師等の資格を有する者であっても同様です。 
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２ 重度訪問介護 

 (１) サービスの内容 
重度の肢体不自由者又は重度の知的障がい若しくは精神障がいにより行動上著しい困難

を有する障がい者であって、常時介護を要するものにつき、居宅において入浴、排せつ及

び食事等の介護、調理、洗濯及び掃除等の家事並びに生活等に関する相談及び助言その他

の生活全般にわたる援助並びに外出時における移動中の介護を総合的に行うとともに、病

院等に入院又は入所している障がい者に対して意思疎通の支援その他の支援を行います。 

なお、重度訪問介護は介護保険の訪問介護と違い、見守り等を含む比較的長時間にわた

る支援を想定しており、利用者一人ひとりの障がいの状態や心身の状況等を踏まえて適切

に支援を行う必要があります。 

 (２) 利用できる外出内容 

①社会生活上必要不可欠な外出 

     ア）市役所・区役所等各種手続、相談等のための外出 

     イ）郵便局、銀行等金融機関利用のための外出 

     ウ）医療機関への受診、相談のための外出 

     エ）入院・入所中あるいは在宅療養中の家族及び知人の見舞いのための外出 

     オ）その他上記に準じる外出 

    ②余暇活動等社会参加促進のための外出をする場合 

     ア）催しや大会、研修会などに参加するための外出 

     イ）利用者の子どもの学校行事に参加するための外出 

     ウ）公的施設利用のための外出 

     エ）買物・理美容のための外出 

     オ）習い事・サークル活動などのための外出 

     カ）その他上記に準じ社会参加の観点から適当と認められる外出 

  ※ 散歩（目的地を定めない外出）、宿泊を伴う外出でも利用できます。 
※ 入院中の医療機関からの外出・外泊時にも利用ができます（療養介護も含む）。 

(３) 利用できない外出内容 
① 通勤、営業活動等経済活動に係る外出 

    ② 社会通念上適当でないと認められる外出 

(例：ギャンブル、飲酒を目的とした外出等） 

    ③ 募金、宗教、政治的活動等、特定の利益を目的とする団体活動のための外出 

   （ただし、葬式、法事等一般的慣習として行われている行事への外出は利用可）    

    ④ 通年かつ長期にわたる外出（例：通園、通学、施設・作業所への通所等） 

(４) 対象者 
① 障がい支援区分４以上の重度肢体不自由者であって、下記のいずれにも該当する者。 

 （難病に起因する障がいでこれに相当するものも含む。） 

ア）２肢以上に麻痺等があること 

イ）障がい支援区分の認定調査項目のうち「歩行」「移乗」「排尿」「排便」のいずれ

も「支援が不要」以外と認定されていること 

② 障がい支援区分４以上の知的障がい又は精神障がいにより、行動上著しい困難を有する

者で、障がい支援区分の認定調査項目のうち、行動関連項目等（12 項目）の合計点数が

10 点以上である者（難病に起因する障がいでこれに相当するものも含む。） 

※②の対象者に係る利用手続等は、平成 26年３月 31日付障障発 0331第８号厚生労働省社会・

援護局障害保健福祉部障害福祉課長通知「重度訪問介護の対象拡大に伴う支給決定事務等に係

る留意事項について」参照。） 
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(５) 利用が可能な時間 

   必要な時間（１日において、比較的長時間に渡り断続的な利用時間）     

(６) 留意点 
① 原則として居宅介護との併用はできません。また、重度訪問介護の支給決定者は移動支

援サービスの支給決定は受けられません。 

② 事業者はサービスの提供にあたっては、他の保健医療サービスや福祉サービス等を提供

する者との密接な連携に努めなければなりません。 

③ 障がい支援区分４以上の利用者に対しては、病院、診療所、介護老人保健施設、介護医

療院及び助産所への入院（入所を含む。）中にコミュニケーション支援等を提供するこ

とが可能です。ただし、利用者が病院等の職員と意思疎通を図る上で必要な支援等が基

本であり、病院等において行われるべき支援を代替することにならないよう病院等との

連携が要件であり、提供可能期間は病院等で利用を開始した日から原則90日以内である。 

④ 通院時の介助や診察室内介助については、「Ⅲ－３（３）通院時の介助、（４）診察室

内介助」参照。 

⑤ 登録特定行為事業者の認定特定行為業務従事者が実施可能な喀痰吸引は、口腔内、鼻腔

内、気管カニューレ内部の３つに限定されており、永久気管孔などから吸引を行うことはできません。 

このことは、従事者が看護師等の資格を有する者であっても同様です。 

３ 行動援護 

 (１) サービスの内容 
知的障がい又は精神障がいにより行動上著しい困難を有し、常時介護を要する障がい者

等に対して、当該障がい者等が行動する際に生じる危険を回避するために必要な援護（予

防的対応等）、外出時における移動中の介護、排せつ及び食事等の介護、外出前後に行わ

れる衣服の着脱介助など行動する際の必要な援助を行います。 

事前に利用者の行動特徴、日常的な生活パターン、感覚の過敏性等について情報収集

し、援護に必要なコミュニケーションツールを用意するなど準備し、それらを活用して適

切に支援を行う必要があるため、行動援護計画書とは別に、支援計画シートと支援手順書

兼記録用紙（以下「支援計画シート等」という。）の作成が義務付けられています。支援

計画シート等の作成が適切に行われていない場合、所定単位数の100分の95が減算となりま

す。（８）関係資料を参考に適切に作成ください。 

 (２) 利用できる外出内容 
① 社会生活上必要不可欠な外出 

     ア）市役所・区役所等各種手続、相談等のための外出 
     イ）郵便局、銀行等金融機関利用のための外出 
     ウ）医療機関への受診、相談のための外出 
     エ）入院・入所中あるいは在宅療養中の家族及び知人の見舞いのための外出 
     オ）その他上記に準じる外出 
  ② 余暇活動等社会参加促進のための外出(目的地を定めない散歩や宿泊を伴う外出も利用可) 

     ア）催しや大会、研修会などに参加するための外出 
     イ）利用者の子どもの学校行事に参加するための外出 
     ウ）公的施設利用のための外出 
     エ）買物・理美容のための外出 
     オ）習い事・サークル活動などのための外出 
     カ）その他上記に準じ社会参加の観点から適当と認められる外出 

 ※自宅以外が起点・終点となる場合も、利用可能です。   
※遠足や社会見学等の学校行事については、授業の一環であり、学校で対応すべきものとなる
ため、報酬算定の対象となりません。 

※入院中の医療機関からの外出・外泊時にも利用ができます（療養介護も含む）。 
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(３) 利用ができない外出内容 
① 通勤、営業活動等経済活動に係る外出 

    ② 社会通念上適当でないと認められる外出 

(例：ギャンブル、飲酒を目的とした外出等） 

    ③ 募金、宗教等、特定の利益を目的とする団体活動のための外出 

  （ただし、葬式、法事等一般的慣習として行われている行事への外出は利用可）    

    ④ 通年かつ長期にわたる外出（例：通園、通学、施設・作業所への通所等）   

  ※利用が認められない外出先が移動の起点・終点になる場合や一連の外出の中で一箇所でも利用
が認められない外出先が目的地に含まれる場合は、当該サービス全体が報酬算定の対象となり
ません。  

 （例）病院から通所施設の送迎バスのバス停に行く場合 
学校から病院に行く場合 

※④の通園・通学の介助は、保護者の入院やひとり親家庭で就労している場合や、両親ともに
就労している場合等、やむを得ない事情がある時は、事前に支給決定のうえ、受給者証に記
載されておりますので、ご確認のうえ支援を行ってください。なお、この場合も認められる
ものは、自宅から学校までの移動のみであり、途中で公園に行く等、寄り道は認められませ
ん。 

※短期入所を利用する際の送迎には利用できません。 

(４) 対象者 
      障がい支援区分３以上の知的障がい又は精神障がいにより行動上著しい困難を有する者で、

行動援護判定基準表（障がい支援区分の認定調査項目のうち 12 項目の調査等）の合計点数

が 10 点以上の者。（難病に起因する障がいでこれに相当するものも含む。） 

   なお、障がい児にあっては、障がい支援区分３に相当する心身の状態であって、行動援護

判定基準表 10 点以上の者を対象とします。 

※施設に入所している方は利用できません（短期入所期間中も含む）。 

 (５) 利用が可能な時間 
      原則、月 40 時間以内。（ただし、１日に報酬算定可能な時間は８時間まで。） 

※継続的に通院等のため支給決定時間が不足する場合は、状況に応じ上乗せすることがありま

すので各区にご相談ください。ただし、その上乗せ分は通院等にのみ利用することができ、

他の目的での利用はできません。（通院の帰りに買い物に寄る場合、買い物に要した時間は

上乗せ部分の使用不可。） 

(６)留意事項 
① 外出中において、介助の必要性が生じたらすぐに介助できるようにそばで待機している

場合は、報酬算定の対象となります。ただし、事故があったときの責任の所在など、事

前に利用者と話し合って個別支援計画などではっきりさせておく必要があります。なお、

利用者にすぐに介助できる場所にいない場合や、お互いを視認できない場合（ヘルパー

が視線を利用者に向けていない場合）等は、報酬請求の対象外となります。 

② 通院時の介助や診察室内介助については、「Ⅲ－３（３）通院時の介助」参照。 

③ スポーツの指導や相手など（例えば、マラソンの伴走、水泳等をヘルパーが一緒にする

こと）はヘルパーの本来業務とはならないため、報酬算定の対象となりません。 

④支援を行うヘルパーの運転時間は報酬の算定対象外です。また、有償で運送する場合は

道路運送法上の許可等が必要です。「Ⅴ資料集 6 障害福祉サービス等における輸送に係

る法的取扱い」参照。  

⑤自転車での移動時は利用できません（併走を含む）。ヘルパーが常時介護できる状態で

付添うことが前提であり、急な危険を回避することが困難なためです。 

⑥ グループホーム（共同生活援助）に入居の方は、グループホーム職員による対応が困難

な場合に利用できます。行動援護による対応が必要な理由を記録に残してください。 
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⑦ ヘルパーの付き添い中の交通費や施設入場料等（食事代を除く）については、利用者の

負担となります。 

⑧ 居宅内での行動援護の利用について、アセスメントや外出への拒否感の緩和のための取

組み等、外出に関することで居宅内の行動援護が必要であるとサービス等利用計画など

から確認できる場合には、必要な期間において、居宅内での行動援護は利用可能であ

り、これは外出の前後に限らず、居宅内のみの支援も可能です。 

(７) その他 
行動援護と移動支援サービスの併用は、特例により認められる場合があります。 



Ｂ-01 

13 

（８）関係資料 

平成 26 年３月 31 日付障障発 0331 第８号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課長通知 

「重度訪問介護の対象拡大に伴う支給決定事務等に係る留意事項について」添付資料 
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４ 同行援護 

(１) サービスの内容 
視覚障がいにより、移動に著しい困難を有する障がい者等につき、外出時において、当

該障がい者等に同行し、移動に必要な情報を提供するとともに、移動の援護その他の当該

障がい者等が外出する際の必要な援助を行います。 

(２) 利用できるサービスの内容 

・移動時及びそれに伴う外出先において必要な視覚的情報の支援（代筆・代読を含む。） 

・移動時及びそれに伴う外出先において必要な移動の援護 

・排泄・食事等の外出先での必要な介護 

・外出前後に行われる衣服の着脱介助など外出する際の必要な援助 

(３) 利用できる外出内容 

① 社会生活上必要不可欠な外出 

     ア）市役所・区役所等各種手続、相談等のための外出 
     イ）郵便局、銀行等金融機関利用のための外出 

     ウ）医療機関への受診、相談のための外出 

     エ）入院・入所中あるいは在宅療養中の家族及び知人の見舞いのための外出 
     オ）その他上記に準じる外出 

  ② 余暇活動等社会参加促進のための外出(目的地を定めない散歩や宿泊を伴う外出も利用可) 

     ア）催しや大会、研修会などに参加するための外出 

     イ）利用者の子どもの学校行事に参加するための外出 
     ウ）公的施設利用のための外出 

     エ）買物・理美容のための外出 

     オ）習い事・サークル活動などのための外出 
     カ）その他上記に準じ社会参加の観点から適当と認められる外出 

 ※自宅以外が起点・終点となる場合も、利用可能です。   
※遠足や社会見学等の学校行事については、授業の一環であり、学校で対応すべきものとなる
ため、移動支援の報酬算定の対象となりません。 

※入院中の医療機関からの外出・外泊時にも利用ができます（療養介護も含む）。 

(４) 利用できない外出内容 

① 通勤、営業活動等経済活動に係る外出 

② 社会通念上適当でないと認められる外出(例：ギャンブル、飲酒を目的とした外出等） 

③ 募金、宗教等、特定の利益を目的とする団体活動のための外出 

     （ただし、葬式、法事等一般的慣習として行われている行事への外出は利用可）    

④ 通年かつ長期にわたる外出（例：通園、通学、施設・作業所への通所等） 

※利用が認められない外出先が移動の起点・終点になる場合や一連の外出の中で一箇所でも利
用が認められない外出先が目的地に含まれる場合は、当該サービス全体が報酬算定の対象と
なりません。  

 （例）病院から通所施設の送迎バスのバス停に行く場合 

学校から病院に行く場合 

※④の通園・通学の介助は、保護者の入院やひとり親家庭で就労している場合や、両親ともに
就労している場合等、やむを得ない事情がある時は事前に支給決定のうえ、受給者証に記載
されておりますので、ご確認のうえ支援を行ってください。なお、この場合も認められるも
のは、自宅から学校までの移動のみであり、途中で公園に行く等、寄り道は認められません。 

※短期入所を利用する際の送迎には利用できません。 
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(５) 対象者 

視覚障がいを有し、同行援護アセスメント調査票による、調査項目中「視力障がい」、

「視野障がい」及び「夜盲」のいずれかが１点以上であり、かつ、「移動障がい」の点数

が１点以上の者。(難病に起因する障がいでこれに相当するものも含みます。) 

なお、障がい支援区分３又は４以上の者を支援した場合は加算があります。 

※施設に入所している方は利用できません（短期入所期間中も含む）。 

(６) 利用が可能な時間  

月 40 時間以内（原則） 

※継続的に通院等のため支給決定時間が不足する場合は、状況に応じ上乗せすることがありま

すので各区にご相談ください。ただし、その上乗せ分は通院等にのみ利用することができ、

他の目的での利用はできません。（通院の帰りに買い物に寄る場合、買い物に要した時間は

上乗せ部分の使用不可。） 

(７) 留意点 

① 外出中において、介助の必要性が生じたらすぐに介助できるようにそばで待機している

場合は、報酬算定の対象となります。ただし、事故があったときの責任の所在など、事前

に利用者と話し合って個別支援計画などではっきりさせておく必要があります。なお、利

用者にすぐに介助できる場所にいない場合や、ヘルパーが利用者を視認できない場合（ヘ

ルパーが視線を利用者に向けていない場合）等は、報酬請求の対象外となります。 

②通院時の介助や診察室内介助については、「Ⅲ－３（３）通院時の介助」参照。 

③スポーツの指導や相手など（例えば、マラソンの伴走、水泳等をヘルパーが一緒にするこ

と）はヘルパーの本来業務とはならないため、報酬算定の対象となりません。 

④支援を行うヘルパーの運転時間は報酬の算定対象外です。また、有償で運送する場合は道

路運送法上の許可等が必要です。詳しくは「Ⅴ資料集 6 障害福祉サービス等における輸

送に係る法的取扱い」を参照。  

⑤家族等の介護者が運転する車を利用した外出は、原則、報酬算定の対象となりませんが、

やむを得ない事情がある時は認められる場合がありますので各区にご相談ください。 

⑥自転車での移動時は利用できません。ヘルパーが常時介護できる状態で付添うことが前提

であり、急な危険を回避することが困難なためです。 

⑦グループホーム（共同生活援助）に入居の方は、グループホーム職員による対応が困難な

場合に利用できます。同行援護による対応が必要な理由を記録に残してください。 

⑧ヘルパーの付き添い中の交通費や施設入場料等（食事代を除く）については、利用者の負

担となります。 
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５ 自立生活援助 

(１) サービスの内容 

居宅において単身等で生活する障がい者につき、定期的な訪問又はテレビ電話装置等を活

用して、必要な援助を行います（月に２日以上の支援を行わなかった場合は報酬算定不

可）。 

基本報酬は月額で、包括的にサービスを評価する体系です。その上で、特に支援が必要と

なる場合等については、実績や体制に応じて報酬を算定する仕組みです。 

(２) 対象者 

障がい者支援施設やグループホーム等を利用していた障がい者又は居宅において単身であ

るため若しくは同居家族等が障がい者や疾病等、生活環境の大きな変化その他の事情のため

居宅における自立した日常生活を営む上での各般の問題に対する支援が見込めない状況にあ

る障がい者。 

具体的には次のような例が挙げられます。 

① 障がい者支援施設やグループホーム、精神科病院等（※１）から地域での一人暮らし

に移行した障がい者等で、理解力や生活力等に不安がある者 

② 現に、一人で暮らしており、自立生活援助による支援が必要な者（※２） 

③ 同居する家族等の障がい、疾病等若しくは当該障がい者の生活環境の大きな変化、そ

の他の事情により家族等に支援が見込めない障がい者（※２） 

④ 同居する家族等に障がい、疾病等のない場合であっても、地域移行支援を利用して退

院・退所した者、精神科病院の入退院を繰り返している者、強度行動障害や高次脳機

能障害等の状態にある者等、地域生活を営むための支援を必要としている者。 

なお、自立生活援助は、就労定着支援、地域定着支援との併給はできません。 

 

※１ 
ア 障がい者支援施設、のぞみの園、指定宿泊型自立訓練を行う自立訓練（生活訓練）

事業所、児童福祉施設又は療養介護を行う病院に入所していた障がい者。また、児

童福祉施設に入所していた 18 歳以上の者、障がい者支援施設等に入所していた 15
歳以上の障がい者みなしの者も対象 

イ 共同生活援助を行う住居又は福祉ホームに入居していた障がい者 

ウ 精神科病院に入院していた精神障がい者 
エ 救護施設又は更生施設に入所していた障がい者 

オ 刑事施設（刑務所、少年刑務所、拘置所）、少年院に収容されていた障がい者 

カ 更生保護施設に入所していた障がい者又は自立更生促進センター、就業支援センタ
ー若しくは自立準備ホームに宿泊していた障がい者 

 

※２ 自立生活援助による支援が必要な者の例 

ア 地域移行支援の対象要件に該当する施設に入所していた者や精神科病院に入院して
いた者等であり、理解力や生活力を補う観点から支援が必要と認められる場合 

イ 人間関係や環境の変化等により、一人暮らしや地域生活を継続することが困難と

認められる場合（家族の死亡、入退院の繰り返し 等） 
ウ その他、市町村審査会における個別審査を経てその必要性を判断した上で適当と

認められる場合 
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(３) 実施主体 

自立生活援助の事業者は、次のいずれかに該当することが必要です。 

① 指定障がい福祉サービス事業者（居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、宿泊型

自立訓練又は共同生活援助事業者に限る。） 

② 指定障がい者支援施設 

③ 指定相談支援事業者（一般相談支援又は特定相談支援事業者） 

(４) 人員基準 

① 地域生活支援員 

利用者数 24 以下 １人以上 

利用者数 25 以上 １人に、利用者数が 25 人又はその端数を増すごとに１人を加えて得
た数以上 

② サービス管理責任者 

原則専従  常勤専従である場合 60：1（他の事業所との兼務不可） 

上記以外      30：1 

※一般相談支援事業所との兼務についての特例 

指定自立生活援助事業所と併設する指定一般相談支援事業所を一体的に運営してい

る場合は、当該事業所に配置された相談支援専門員については、指定自立生活援助事

業所のサービス管理責任者とみなすことができます。 

③ 管理者 

原則専従 

※管理者及び従業者は、指定特定相談支援事業所、指定一般相談支援事業所、指定障がい
児相談支援事業所の他、併設する他の指定障がい福祉サービス事業所若しくは指定障が
い者支援施設等の管理者又はサービス管理責任者と兼務することも可能です。 

※兼務先の事業所の人員体制等により、兼務できない場合もありますのでご注意くださ
い。 

(５) 利用が可能な期間（標準利用期間） 

  １年間  ※標準利用期間を超えて更にサービスが必要な場合は、市町村審査会の個別審

査を経て、必要性が認められた場合は複数回の更新が可能です。 

(６) 基本報酬 

区分 
地域生活支援員１人あたり利用者数 

備考 
30 人未満 30 人以上 

自立生活援助 

サービス費(Ⅰ) 
1,566 単位/月 1,095 単位/月 

障がい者支援施設等からの退所等をして
から、又は同居家族の死亡等により単身
生活をはじめてから１年以内の者 

自立生活援助 

サービス費(Ⅱ) 
1,172 単位/月 821 単位/月 上記以外の者 

自立生活援助 

サービス費(Ⅲ) 
700 単位/月 

地域生活支援員が、利用者の居宅への訪
問及びテレビ電話装置等の活用による支
援をそれぞれ１月に１日以上行った場合
に、１月につき所定単位数を算定 

 ※地域生活支援員は、定期的に利用者の居宅を訪問することにより、又はテレビ電話装置等を活用
して、必要な援助を行わなければならない。  

 ※自立生活援助サービス費（Ⅲ）を算定する場合で、居宅への訪問による支援を１月に１日以上行
われなかった場合は、テレビ電話装置等による支援の回数にかかわらず算定できない。 

 ※予め、支給決定を受ける必要があることに留意する。 
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(７) 加算・減算について 

区分・単位数 算定方法等 

初回加算 

500 単位/月 

サービス利用開始月において算定。 

※利用者が過去３月間に当該指定自立生活援助事業所を利用したことがない場合
に限り算定。 

同行支援加算 

  

①500 単位/月 

②750 単位/月 

③1,000 単位/

月 

居宅への訪問以外に、利用者の外出に同行し、地域で自立した生活を営む上で必
要な情報提供や助言等の支援を行った場合に加算。 
① 外出を伴う支援が１月に２回以下 
② 外出を伴う支援が１月に３回 
③ 外出を伴う支援が１月に４回以上 

※ 外出を伴う支援の回数に応じ、基本報酬と合わせて算定。 
※ 外出のための直接的な介助や余暇活動への付き添い等については、当該加算

の要件に当てはまらない。 

緊急時支援加

算(Ⅰ) 

711 単位/日 

 

緊急に支援が必要な事態が生じた場合において、利用者又はその家族からの要請
に基づき、深夜（午後 10 時から午前６時までの間）に支援を行った場合に加
算。 

※ (Ⅰ)は居宅等への訪問又は一時的な滞在による支援。(Ⅱ)は電話による相談
援助。 

※ 緊急時支援加算(Ⅰ)(Ⅱ)の同時算定不可。 
※ (Ⅰ)を算定する場合において、地域生活支援拠点等の場合、さらに 50 単位を

加算。 
※ 日を跨いで滞在による支援を行った場合、両日分が算定可能。 
※ 一時的な滞在による支援は、宿泊をしなくても算定可能。 
※ 要請のあった時間、要請の内容、支援の提供時刻及び緊急時支援加算の算定

対象である旨を記録し、５年間保存すること。 

緊急時支援加

算(Ⅱ) 

94 単位/日 

福祉専門職員
配 置 等 加 算
(Ⅰ) 

450 単位/月 

【要届出】 

地域生活支援員として常勤で配置されている者のうち、社会福祉士等（社会福祉
士、介護福祉士、精神保健福祉士又は公認心理師）の割合が 35％の場合に基本
報酬と合わせて加算。 

※ 福祉専門職員配置等加算の(Ⅱ)及び(Ⅲ)とは同時算定不可。 

福祉専門職員
配 置 等 加 算
(Ⅱ) 

300 単位/月 
【要届出】 

地域生活支援員として常勤で配置されている者のうち、社会福祉士等の割合が

25％の場合に基本報酬と合わせて加算。 

※ 福祉専門職員配置等加算の(Ⅰ)及び(Ⅲ)とは同時算定不可。 

福祉専門職員
配 置 等 加 算
(Ⅲ) 

180 単位/月 
【要届出】 

地域生活支援員のうち、常勤で配置されている職員の割合が 75％以上又は常勤

で配置されている勤続３年以上の常勤職員が 30％以上の場合に加算。 

※ 福祉専門職員配置等加算の(Ⅰ)及び(Ⅱ)とは同時算定不可。 

集中支援加算 

500 単位/月 

自立生活援助サービス費（Ⅰ）が算定されている指定自立生活支援事業所の地域

生活支援員が、１月に６回以上、利用者の居宅を訪問することにより、指定自立

生活援助を行った場合に、１月につき所定単位数を加算。 
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区分・単位数 算定方法等 

ピアサポート
体制加算 

100 単位/月 

【要届出】 

地域生活支援事業による障がい者ピアサポート研修の基礎研修及び専門研修を修
了した者について、次の要件をいずれも満たすように配置し、当該者がその他の
従業者に対して障がい者に対する配慮等に関する研修を年１回以上行っている場
合かつ、その旨を公表している場合に加算。 
① 障がい者又は障がい者であったと市長が認める者（以下「障がい者等」 

という。） 
② 管理者、サービス管理責任者又は地域生活支援員として従事する者  

※①、②ともに常勤換算方法で 0.5 以上であることを要する。 
※なお、常勤換算方法の算定では、併設する事業所(指定地域移行支援事業所、

指定地域定着支援事業所、指定計画相談支援事業所又は指定障がい児相談支援
事業所に限る)を兼務する職員については、兼務先の勤務時間を合計して 0.5
以上になる場合を含む。 

※「障がい者等」は、各種手帳や書類等で判断する。 

日常生活支援

情報提供加算 

100 単位/月 

精神科病院等に通院する者について、利用者の自立した日常生活を維持するため
に必要と認められる場合において、あらかじめ利用者の同意を得て、精神科病院
等の職員に対して、利用者の心身の状況、生活環境等の利用者の自立した日常生
活の維持に必要な情報を提供した場合に加算。 

※「精神科病院等」とは、精神科病院、医療法に規定する病院若しくは診療所を
指す。 

※「利用者の自立した日常生活を維持するために必要と認められる場合」とは、
服薬管理が不十分である場合や生活リズムが崩れている場合等であること。 

※提供を行った日時、提供先、内容、提供手段(面談、文書、ＦＡＸ等)について
記録し、５年間保存すること。 

居住支援連携

体制加算 

35 単位/月 

【要届出】 

住宅確保要配慮者居住支援法人又は住宅確保要配慮者居住支援協議会（以下「居
住支援法人等」という。）に対して、１月に１回以上、利用者の住宅の確保及び
居住の支援に係る必要な情報を共有した場合かつ、連携により利用者の住宅の確
保及び居住の支援を図る体制を確保している旨を事業所に掲示するとともに公表
している場合に加算。 

※「利用者の住宅の確保及び居住の支援に係る必要な情報」とは、利用者の心身
の状況、生活環境、日常生活における本人の支援の有無やその具体的状況及び
サービスの利用状況、利用者の障がいの特性に起因して生じうる緊急時の対応
等に関する情報であること。 

※情報の共有を行った日時、場所、内容、共有手段(面談、テレビ電話装置等の
使用等)について記録し、５年間保存すること。 

地域居住支援

体制強化推進

加算 

500 単位/月 

住宅確保要配慮者居住支援法人と共同して、利用者に対して在宅での生活上必要
な説明及び指導を行った上で、自立支援協議会や精神障害にも対応した地域包括
ケアシステムの構築に係る協議の場に対し、説明及び指導の内容並びに住宅の確
保及び居住支援に係る課題を報告した場合に１月に１回を限度として加算。 

※「説明及び指導の内容並びに住宅の確保及び居住支援に係る課題」は、協議会
等への出席及び資料提供や文書等による方法で報告すること。 

※在宅での生活上必要な説明及び指導等の支援内容、協議会又は協議の場に対し
報告した日時、報告先、内容、報告方法について記録し、５年間保存するこ
と。 
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区分・単位数 算定方法等 

地域生活支援

拠点等機能強

化加算 

500 単位/月 

計画相談支援及び障がい児相談支援（機能強化型（継続）サービス利用支援費
（Ⅰ）又は（Ⅱ）を算定する場合に限る。）と自立生活援助、地域移行支援及び
地域定着支援の全てのサービス（以下「拠点機能強化サービス」と称する。）を
一体的に運営していること又は拠点機能強化サービスに係る複数の事業者が地域
生活支援拠点等のネットワークにおいて相互に連携して運営しており、かつ、市
町村により地域生活支援拠点等に位置付けられた場合であって、相互の有機的な
連携及び調整等の業務に従事する者（以下「拠点コーディネーター」という。）
が常勤で１名以上配置されている事業所（拠点コーディネーターが当該事業所以
外の拠点関係機関に配置されている場合を含む。以下「拠点機能強化事業所」と
いう。）について加算。 

※ 福岡市では拠点コーディネーターは基幹相談支援センターのみの配置として
いる。 

※ 拠点コーディネーターの要件及び業務については、「地域生活支援拠点・ネ
ットワーク運営推進事業の実施について（令和６年３月 29 日障発 0329 第８号
厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）を参照。 

※ 拠点コーディネーター１人当たり、１月につき100回を上限として算定する。 
※ 拠点機能強化事業所は、１月に１回以上の頻度で、拠点コーディネーター及
び拠点機能強化事業所の従業者が参加し、当該加算の算定状況の共有に加え、
地域生活支援拠点等における機能の整備状況、支援において明らかになった地
域課題の抽出及び共有その他地域生活支援拠点等の機能強化を推進するために
必要な事項を協議すること。また、協議内容については、書面等で市町村と共
有すること。 

※ 「地域生活支援拠点等の整備の推進及び機能強化について（令和６年３月
29 日障障発第 0329 第１号）」も参照すること。 

○加算届出に必要な添付書類 

提出書類 福祉専門職員
配置等加算 

ピアサポート
体制加算 

居住支援連携
体制加算 

変更届出書（様式第７号） ● ● ● 

介護給付費等算定に係る体制等に関する届出書 ● ● ● 

介護給付費等の算定に係る体制等状況一覧表 ● ● ● 

管理者・従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（別添 29） ● ● ● 

福祉専門職員配置等加算に関する届出書（別添２） ●   

社会福祉士、介護福祉士、精神保健福祉士、公認心理師の資
格証の写し ●   

ピアサポート体制加算に関する届出書（別添 22）  ●  

障害者ピアサポート研修修了証（基礎研修及び専門研修）  ●  

障害者ピアサポート研修修了者を配置している旨を事業所へ
掲示・公表していることがわかる資料  ●  

上記研修修了者が従業者に対し障がい者に対する配慮等に関
する研修を行っている旨の記録や研修計画（任意様式）    

（「障がい者又は障がい者であったと都道府県知事が認める
者」の場合）障害者手帳、医師の診断書 等  ●  

居住支援連携体制加算に係る届出書（別添 47）   ● 

居住支援法人又は居住支援協議会との契約書、連携の計画 
等（任意様式）   ● 
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３ 地域生活支援事業 

１ 移動支援事業 

 (１) サービスの内容 
   区役所や病院等へ外出する際、介護者が同伴できないときに、ヘルパーが付き添い、外

出時における移動中の介護、排せつ及び食事等の介護など外出の支援を行います。 

※外出前後に行われる衣服の着脱介助など外出する際の必要な援助も行います。    

※受給者証に記載されている「身体型・非身体型」はあくまでも報酬単価による区別であ

り、「非身体型」の場合でも身体的な介助が必要であれば行ってください。  

(２) 利用できる外出内容 
  ① 社会生活上必要不可欠な外出 

ア）市役所・区役所等各種手続、相談等のための外出 

イ）郵便局、銀行等金融機関利用のための外出 

ウ）医療機関への受診、相談のための外出 

エ）入院・入所中あるいは在宅療養中の家族及び知人の見舞いのための外出 

オ）その他上記に準じる外出  

② 余暇活動等社会参加促進のための外出(目的地を定めない散歩や宿泊を伴う外出も利用可) 
ア）催しや大会、研修会などに参加するための外出 

イ）利用者の子どもの学校行事に参加するための外出 

ウ）公的施設利用のための外出 

エ）買物・理美容のための外出 

オ）習い事・サークル活動などのための外出 

カ）その他上記に準じ社会参加の観点から適当と認められる外出  

※自宅以外が起点・終点となる場合も、利用可能です。   
※遠足や社会見学等の学校行事については、授業の一環であり、学校で対応すべきものとなる
ため、移動支援の報酬算定の対象となりません。 

※入院中の医療機関からの外出・外泊時にも利用ができます（療養介護も含む）。 

(３) 利用できない外出内容 

① 通勤、営業活動等経済活動に係る外出 

② 社会通念上適当でないと認められる外出(例：ギャンブル、飲酒を目的とした外出等） 

③ 募金、宗教等、特定の利益を目的とする団体活動のための外出 

     （ただし、葬式、法事等一般的慣習として行われている行事への外出は利用可）    

④ 通年かつ長期にわたる外出（例：通園、通学、施設・作業所への通所等） 

※利用が認められない外出先が移動の起点・終点になる場合や一連の外出の中で一箇所でも利
用が認められない外出先が目的地に含まれる場合は、当該サービス全体が報酬算定の対象と
なりません。  

 （例）病院から通所施設の送迎バスのバス停に行く場合 

学校から病院に行く場合 

※④の通園・通学の介助は、保護者の入院やひとり親家庭で就労している場合や、両親ともに
就労している場合等、やむを得ない事情がある時は事前に支給決定のうえ、受給者証に記載
されておりますので、ご確認のうえ支援を行ってください。なお、この場合も認められるも
のは、自宅から学校までの移動のみであり、途中で公園に行く等、寄り道は認められません。 

※短期入所を利用する際の送迎には利用できません。 
ただし、福岡市内の病院（20 人以上の患者の入院施設を有するもの。社会福祉法人を除く。）
が実施する医療型短期入所は例外的に送迎利用可能。 
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 (４) 対象者 

次の①から④のいずれかに該当し、外出時に付き添いをする者がいない場合、サービスの対

象となります。 

①全身性障がい者等 

ア）両上肢・両下肢のうち３肢以上に障がいがあり、上肢下肢いずれも身体障害者手帳１・

２級を所持している障がい者等。ただし、上肢下肢の一方が１・２級、もう一方が３

級であっても車イスでの自走ができないため、移動支援の必要性が認められる場合は

利用できる。 

イ）体幹の身体障害者手帳１・２級を所持し、車イスでの自走が困難な障がい者等。 

②視覚障がい者等 

  視覚障がいの身体障害者手帳１・２級を所持している障がい者等。 

③知的障がい者等 

ア）療育手帳Ａを所持しており、かつ、単独で外出が困難な障がい者等。 

イ）療育手帳Ｂを所持しており、かつ、外出不安があり単独で外出が困難な障がい者等。 

④精神障がい者等 

ア）単独で外出が困難な障がい支援区分１以上の精神障がい者。 

イ）単独で外出が困難な精神障害者保健福祉手帳２級以上を所持し外出不安がある障がい児。 

（５） 支援の種類 
移動支援の支援の種類は、個別型とグループ型の２つになります。 

①個別型  ：１人の利用者に対して１人のヘルパーが支援するもの。 

②グループ型：複数の利用者に対してその人数を下回る数のヘルパーが支援するもの。 

（６） グループ型の要件等 

①ヘルパーの人員等の要件  

下記の要件を始点から終点まで継続して全て満たさなければなりません。 

・支援を実施するヘルパーに、利用者全員に対する個別型での支援の経験があること。 

・ヘルパー１人当たりが対応できる利用者の人数は３人未満であること。 

・1 つのグループに対してヘルパー２人以上が従事すること。 

※1 つのグループに対して、同じ登録事業者のヘルパーが実施しなければなりまぜん。 

※事故時の対応等で、一時的に要件を満たさなくなる場合についても、支援の継続に際し

ては、代替のヘルパーを向かわせる等、安全の確保に努めなければならない。 

②注意事項 

登録事業者は、グループ型の支援を実施する場合は、下記事項に留意しなければならない。 

・各利用者からの意向に基づく支援であること。 

・訪問日時や移動手段、交通費等の費用、帰宅予定時間等について、各利用者と十分に調整

すること。 

・前号の内容等を含めた移動支援計画書を作成して、安全かつ適切な外出支援となるよう入

念に準備すること。 

・事故時における連絡体制や別ヘルパーの応援等、緊急時に対応できる体制を備えること 

・各利用者の障がい特性や心身の状況、支援するヘルパーの技能、各利用者に対する個別型

での支援回数、ヘルパー１人当たりの利用者の人数、目的地等を勘案し、安全を確保し得

ると判断する場合に限り実施すること。  
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(７) 利用が可能な時間  

月 40 時間以内（原則） 

※継続的に通院等のため支給決定時間が不足する場合は、状況に応じ上乗せすることがありま

すので各区にご相談ください。ただし、その上乗せ分は通院等にのみ利用することができ、

他の目的での利用はできません。（通院の帰りに買い物に寄る場合、買い物に要した時間は

上乗せ部分の使用不可。） 

(８) 単価等 

福岡市移動支援事業サービスコード表のとおり。なお、加算の設定はありません。 

（９）留意事項 
① 外出中において、介助の必要性が生じたらすぐに介助できるようにそばで待機している

場合は、報酬算定の対象となります。ただし、事故があったときの責任の所在など、事

前に利用者と話し合って個別支援計画などではっきりさせておく必要があります。なお、

利用者にすぐに介助できる場所にいない場合や、ヘルパーが利用者を視認できない場合

（ヘルパーが視線を利用者に向けていない場合）等は、報酬請求の対象外となります。 

② 通院時の介助や診察室内介助については、「Ⅲ－３（３）通院時の介助」を参照。 

③ スポーツの指導や相手など（例えば、マラソンの伴走、水泳等をヘルパーが一緒にする

こと）はヘルパーの本来業務とはならないため、報酬算定の対象となりません。 

④ 支援を行うヘルパーの運転時間は報酬の算定対象外になります。また、有償で運送する

場合は道路運送法上の許可等が必要となります。詳しくは「Ⅴ資料集 6 障害福祉サービ

ス等における輸送に係る法的取扱い」を参照。  

⑤ 家族等の介護者が運転する車を利用した外出は、原則、報酬算定の対象となりませんが、

やむを得ない事情がある時は認められる場合がありますので各区にご相談ください。 

⑥ 自転車での移動時は利用できません（併走を含む）。ヘルパーが常時介護できる状態で

付添うことが前提であり、急な危険を回避することが困難なためです。 

⑦ グループホーム（共同生活援助）に入居の方は、グループホーム職員による対応が困難

な場合に利用できます。移動支援を利用する場合は、その理由を記録に残してください。 

⑧ ヘルパーの付き添い中の交通費や施設入場料等（食事代を除く）については、利用者の

負担となります。 
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２ 訪問入浴サービス 

（１) サービスの内容 
家庭での入浴が困難な重度の身体障がい者に、移動入浴車により利用者宅に訪問し、入

浴のサービスを行います。 

（２) 対象者 
家庭での入浴が困難な、常時臥床又はこれに準ずる状態の重度身体障がい者（おおむね

身体障がい者手帳１・２級）  

※18 才未満の障がい児については「福祉事務所長が特に必要と認める場合」は対象となり

ます。 

（３) 利用が可能な回数  
年 78 回以内（令和３年度より利用回数が増加。また、月の利用上限回数は撤廃。）   

（４) 単価 
全身入浴 12,660 円／回 

清拭等  11,400 円／回 

 (５) 留意点 

原則、居宅介護（入浴介護）との併給はできません。 

３ 重度障がい者入院時コミュニケーション支援事業 
 (１) サービスの内容 

意思疎通が困難な重度の障がい児・者が医療機関に入院する場合に、在宅において対象者

を担当しているヘルパーをコミュニケーション支援員として医療機関に派遣し、入院先の医

療機関スタッフとの意思疎通の円滑化を図ります（身体介護、家事援助等の介護サービスの

提供及び、診療報酬単価の算定対象となる行為は対象外）。 

(２) 対象者 

福岡市内に居住する人で、①から③のすべてに該当する障がい児・者または難病等対象者 

① 居宅介護、行動援護、重度障害者等包括支援を現に利用している者 

② 障がい支援区分の認定に係る認定調査項目のうちコミュニケーションに関連する次の事

項について、該当する者とする。ただし、障がい児の場合は当該者と同等の状態で、コ

ミュニケーション支援の必要があると居住地の区長が認める者 

 ３－３ コミュニケーション 

    「２．特定の者であればコミュニケーションできる」 

    「４．独自の方法でコミュニケーションできる」 

    「５．コミュニケーションできない」        に該当する者 

ただし、「３．会話以外の方法でコミュニケーションできる」に該当する者について

は、在宅で使用していた意思伝達手段が医療機関で利用できない場合、伝達状況等を特

記事項で確認したうえで判断する。 

③ 入院先の医療機関に本事業の利用について承諾が得られた者 

(３) 利用が可能な時間数  
１回の入院につき 150 時間以内（１日当たりの利用時間は 10 時間以内） 

(４) 重度訪問介護の入院中支援との関係 
障がい支援区分４以上で重度訪問介護の支給決定を受けている者に対しては、原則として

重度訪問介護による入院中支援が優先されます。入院中の両サービスの併用はできません。 
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(５) 単価等  

１日分の所要時間を通算して算定する。 

所要時間 コミュニケーション支援事業費 

30 分未満          1,130 円 

30 分以上 1 時間未満          2,090 円 

1 時間以上 1 時間 30 分未満          2,920 円 

1 時間 30 分以上 2 時間未満          3,660 円 

以後 30 分ごと加算           750 円 

(６) 利用者負担 

原則１割負担 ※生活保護・住民税非課税世帯は無料 

令和６年度１月１日より、利用者負担上限額の設定を１回の入院から月額に変更。 

金額は、障がい福祉サービスの負担上限月額を準用。 

(７）事業者の要件 

居宅介護、行動援護、重度障害者等包括支援のいずれかの指定事業者で、現に対象者へサ

ービス提供を行っている事業者。 

※ 対象者は、日頃サービスを利用し、かつコミュニケーション支援の提供を受ける予定事

業所名を記載し区へ申請する。 

(８）請求方法 

福岡市へ直接請求 

請求書（件名は「重度障がい者入院時コミュニケーション支援事業 ○年○月○日～○年

○月○日入院分」と記入）や記録様式については、ホームページを参照ください。 

 

※福岡市ホームページ＞健康・医療・福祉＞福祉・障がい者＞福祉事業者に関すること＞ 

地域生活支援事業（移動支援、日中一時支援、訪問入浴サービスなど）＞ 

重度障がい者入院時コミュニケーション支援事業様式 

https://www.city.fukuoka.lg.jp/fukushi/syougaisyashien/jyuudosyougaisyanyuuinnji

.html 
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４ 重度訪問介護利用者の大学修学支援事業 

 (１) サービスの内容 

重度訪問介護対象者の大学等への修学にあたり、大学等が重度障がい者の修学に係る支援

体制を構築できるまでの間において、大学等への通学中及び大学等の敷地内での身体介護等

を提供します。 

（２) 対象者 

市内に居住し、(３)の対象となる大学等の学生で、重度訪問介護の対象になる人。 

ただし、以下の要件を満たす必要があります。 

• 入学後に停学その他の処分を受けていないこと 

• 入学後に病気や留学等のやむを得ないと認められる特別な事由なく、前年度の修得単

位数が皆無若しくは極めて少ないなど、学修の意欲に欠ける者でないこと 

（３) 対象となる大学等 

大学、大学院、短期大学、高等専門学校、専修学校及び各種学校で、以下の要件を満た

す学校。 

• 障がいのある学生の支援について協議・検討や意思決定等を行う委員会や、障がいの

ある学生の支援業務を行う部署・相談窓口が設置されていること。 

• 大学等において、常時介護を要するような重度の障がい者に対する支援体制の構築に

向けた計画が立てられ、着実に大学等による支援が進められていること。 

（４) その他 

福岡市の利用者に大学修学支援のサービスを提供する場合は、あらかじめ福岡市と協定

を結ぶ必要があります。 

なお、事業者は、居宅介護又は重度訪問介護の障がい福祉サービスの指定を受けている

ことが必要となります。 

単価等の詳細は、「福岡市重度訪問介護利用者の大学修学支援事業実施要綱」をご覧く

ださい。給付費の請求方法は福岡市へ直接請求となります。 

 

※福岡市ホームページ＞健康・医療・福祉＞福祉・障がい者＞障がいのある方＞ 

障がい福祉サービス等（在宅での食事や入浴、外出などの援助、介護する方への支援な

ど） ＞利用者向け(重度訪問介護利用者の大学修学支援事業)  
https://www.city.fukuoka.lg.jp/fukushi/syougaisyashien/health/sevice/doukouenngo.

html 
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５ 重度障がい者等就労支援事業 

 (１) サービスの内容 

民間企業に勤務し、又は自営業を営む重度障がい者等が、通勤や職場（在宅勤務を含み

ます）で、食事・トイレなどの介助を受けられるよう支援します。 

所得に応じた自己負担額がありますが、市民税非課税世帯は無料です。 

※民間企業に雇用される方の場合は、企業（雇用主）が、独立行政法人高齢・障 害・求

職者雇用支援機構の「障害者雇用納付金制度に基づく助成金」を活用して業務上必要な

支援を行うことが前提となります。 

(２) 対象者 

①、②に該当し、かつ③又は④のいずれかに該当する人 

 ※就労継続支援Ａ型事業所の利用者は対象ではありません。 

①重度訪問介護、同行援護、行動援護のいずれかの支給決定を受けている人（支給決定を受

けていない場合は福岡市福祉局在宅障がい福祉課にお問い合わせください）。 

②市内に居住地を有する人 

③民間企業に勤務する人の場合は、週所定労働時間が10時間以上の人。 

（週所定労働時間が10時間未満の人は、当該年度末までに当該企業が10時間以上に引き上げ

ることを目指すことが関係者による支援計画書において確認できた場合に限ります。） 

④自営業等を営む人の場合は、当該自営等に従事することにより所得の向上又は継続が見込

まれると市長が認める方で、原則、自営等に従事する時間が１週間のうち 10 時間以上の

人。 

(３)その他 

福岡市の利用者に重度障がい者等就労支援のサービスを提供する場合は、あらかじめ福

岡市に事業者登録申請を行ったうえで、福岡市と協定を結ぶ必要があります。 

なお、重度障がい者等就労支援事業は重度訪問介護、同行援護、行動援護と同等のサー

ビスを提供することにより行うものですので、いずれかの障がい福祉サービスの指定を受

けていることが必要となります。 

また、指定特定計画相談支援事業者が支援計画書の作成支援（助言・援助等）を行う場

合は、当該支援に係る支援費を福岡市に請求することができます。上記と同様に、あらか

じめ福岡市に事業者登録申請を行ったうえで、福岡市と協定を結ぶ必要があります。 
単価等の詳細は、「福岡市重度障がい者等就労支援事業実施要綱」をご覧ください。給

付費の請求方法は福岡市へ直接請求となります。 

 
福岡市ホーム ＞ 健康・医療・福祉 ＞ 福祉・障がい者 ＞ 福祉事業者に関すること ＞ 地域

生活支援事業（移動支援、日中一時支援、訪問入浴サービスなど）＞  重度障がい者等就労支

援事業について 

https://www.city.fukuoka.lg.jp/fukushi/shisetsushien/health/sevice/zyuudosyougaisyato

usyuurousiennzigyou_zigyousyamuke.html 
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Ⅲ 障がい福祉サービス及び地域生活支援事業に係る請求等 

１ 法令等の遵守 

障害者総合支援法その他関係法令を遵守すること。 

不明な点があれば、まず法令等を調べ、それでも分からない場合に市へお問い合わせください。 

（１）人員、設備及び運営基準について 
「福岡市指定障がい福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営の基準等を定める条

例（平成24年福岡市条例第57号）」（以下「基準条例」という。）※1及び厚生労働省通知
※2により、基準の趣旨、内容を十分に確認してください。 

※1 基準条例は福岡市ホームページに掲載しています。 
福岡市ホームページ＞健康・医療・福祉＞福祉・障がい者＞福祉事業者に関すること＞事

業者向けの情報（障がい福祉サービス、地域生活支援事業等）＞7. 福岡市基準条例・規

則、通知等（福岡市・厚生労働省） に掲載しています。 

https://www.city.fukuoka.lg.jp/fukushi/shisetsushien/health/syougaijiritusienhou/i

ndex.html#8 

※2 平成 18 年 12 月６日付け障発第 1206001 号厚生労働省通知「障害者の日常生活及び社会

生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及

び運営に関する基準について」（いわゆる「解釈通知」） 

（２）介護給付費等の算定に関して 
介護給付費等の算定にあたっては、下記①②の内容を十分に確認してください。 

①「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福

祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準

（平成 18 年 9 月 29 日厚生労働省告示第 523 号）」(以下「報酬告示」という。)  

② 平成 18年 10 月 31 日付け障発第 1031001 号厚生労働省通知「障害者の日常生活及び社

会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービス等及び基準該当

障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準等の制定に伴う実施上の留意

事項について」（以下「留意事項通知」という。） 

（３）その他 

本資料等福岡市からの通知や市ホームページ、福岡県国民健康保険団体連合会からの資

料、厚生労働省ホームページも随時確認してください。 

※福岡市ホームページ〉健康・医療・福祉〉福祉・障がい者〉福祉事業者に関すること〉事

業者向けの情報（障がい福祉サービス、地域生活支援事業等）〉事業者向け（障がい福祉サ

ービス等） 

https://www.city.fukuoka.lg.jp/fukushi/shisetsushien/health/syougaijiritusienhou/

index_2.html 

※厚生労働省ホームページ〉福祉・介護〉障害者福祉〉政策分野関連情報〉法令・通知検索 

https://www.mhlw.go.jp/hourei/ 

※厚生労働省ホームページ〉福祉・介護〉障害者福祉〉政策分野関連情報〉障害者自立支援

給付支払等システム関係資料〉報酬算定構造・サービスコード表等 
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000044780.html 
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２ 契約からサービス提供までの事務処理 

※ 基準条例第 10 条から第 20 条及び第 25 条から第 27 条、第 43 条 参照 

※「Ⅴ資料集－10 各種参考様式」 参照 

利用者との契約及びサービス提供にあたっては、受給者証の内容を確かめ、受給者証の記載

内容に沿った契約を締結し、個別支援計画を作成してください。 

（１）受給者証の確認 
サービスの提供を求められた場合は、受給者証の内容（支給決定の有無、支給決定有効

期間、支給量等）を確認してください。 

受給者証の記載内容については、毎月確認するとともに、支給量や事業者記入欄などの

記載内容に変更が生じた場合には契約事業者に連絡するよう利用者に助言を行ってくださ

い。支給決定されていないサービスを提供しないよう適切にご対応ください。 

（２）契約の締結 
サービス提供に当たっては利用者と契約を締結する必要があります。契約時には重要事

項を記した文書を交付して説明を行い、利用者からは説明を受けた上でサービス提供を開

始することについて、同意を得なければなりません。 

利用者と契約を締結した際には、必ず受給者証の事業者記入欄に契約支給量、その他の

必要な事項を記載してください（契約を変更又は終了する場合も同様）。なお、サービス提

供を行う全事業者の合計契約量は、受給者証に記載されている支給量の範囲内となります。 

また、契約期間は支給決定期間を超えることはできません。なお、各サービスの支給決

定期間外に行ったサービスは介護給付費等の算定対象外となります。 

（３）個別支援計画（居宅介護計画など）の作成 
指定特定相談支援事業者が作成したサービス等利用計画における総合的な援助方針等を

踏まえて、事業所が提供するサービスの適切な支援内容等について、サービス提供責任者

が、利用者の日常生活全般の状況及び希望等を踏まえて具体的に作成するとともに、利用

者及びその同居の家族にその内容を説明し、当該計画を利用者及びその同居の家族並びに

当該利用者又は障がい児に対して指定計画相談支援又は指定障害児相談支援を行う者に交

付してください。計画書には具体的なサービス内容、援助目標、契約支給時間、作成日、

作成者等を記入してください。また、実施状況の把握を行い必要に応じて変更を行う必要

があります。計画は原則５年間事業所で保管してください。 

介護給付費等の算定は、実際に要した時間ではなく、当該個別支援計画で定めたサービ

スに要する時間（サービスの提供に要する標準的な時間）に基づき算定することに留意し

てください。当初の個別支援計画で定めたサービス内容や提供時間が、実際のサービス提

供と合致しない場合は、計画の見直し、変更を行ってください（留意事項通知第二の２(1)

①参照）。 

  （作成にあたっての注意事項） 

・作成日・作成者について、いつ・誰が作成したのか明確に記載すること。  

・利用者・家族の同意を得ること。 

・利用者に計画書を説明後、必ず確認を受けること。 
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（４）サービス提供の記録 
サービスを提供した場合、その具体的内容を記したサービス提供の記録（いわゆる実施

記録、活動記録）を提供の都度、作成し、利用者から確認を受けてください（基準条例第

20 条）。その後、事業所で原則５年間保管する必要があります。 

報酬請求を行ったサービスの記録が不十分な場合は、市から指摘を受け、報酬の返還が

必要となります。記録の整備を適切に行ってください。 

    （作成にあたっての注意事項） 

・居宅介護について援助項目毎の実施時間を記載すること。       

・移動中の介助を行った際には、時系列で具体的な行き先（目的地）、移動手段、控除時間 

（病院での診療中の時間など）を必ず記載すること。 

・サービスの提供に係る適切な手続きを確保する観点から、利用者の確認を受けること。 

（悪い例） 

・実施内容がサービス種類のみで援助項目の記載がなく、どのようなサービス提供をした

のか記録されていない。 

・サービス提供した時間がまとめて記載され、時系列でのサービス提供が不明。 

・診察室内の時間やプール等での活動中などの控除時間の記載がない。 

・外出の際に利用した交通機関や時間等の記載がなく、時系列になっていないため、サー

ビス提供内容がわかりづらい。 

※基準条例での規定 

第 20 条 指定居宅介護事業者は、指定居宅介護を提供した際は、当該指定居宅介

護の提供日、内容その他必要な事項を、指定居宅介護の提供の都度記録しなけ

ればならない。 

２ 指定居宅介護事業者は、前項の規定による記録に際しては、支給決定障害者

等から指定居宅介護を提供したことについて確認を受けなければならない。 

（重度訪問介護、同行援護、行動援護、短期入所事業等に準用） 
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３ サービスの提供 
（１）サービス提供責任者の資格 

「Ⅴ資料集－１ 居宅介護・重度訪問介護・行動援護・同行援護のサービス提供責任者の資

格要件」を参照。 

資格要件を満たさない者をサービス提供責任者とすることはできず、サービス提供責任

者が不在の場合は個別支援計画を作成できないこととなるため、報酬算定を行えません。

必ず必要な資格を有している方をサービス提供責任者として配置ください。 

＜令和６年度(2024 年度)の制度改正関係＞ 

○行動援護のサービス提供責任者に関する経過措置 

令和３年３月 31 日までとされていた、行動援護従業者養成研修を修了したものとみな

す経過措置（対象者の例：介護福祉士で５年以上の直接処遇の従事経験がある者）は、

令和９年３月 31 日まで延長されています。なお、令和３年４月１日以降の従事経験は含

めることができません。 

（２）ヘルパーの資格 
「Ⅴ資料集－２ 居宅介護・重度訪問介護・行動援護・同行援護・移動支援を提供する従業

者（ヘルパー）の資格要件」を参照。 

万一、必要な資格を有さないままサービス提供に従事していた場合は、報酬の返還が必

要となります。  

＜令和６年度(2024 年度)の制度改正関係＞ 

① 行動援護従業者の経過措置の延長 

行動援護の従業者について、令和３年３月 31 日までとされていた、行動援護従業者養

成研修を修了したものと見なす経過措置（対象者の例：介護福祉士で２年以上の直接処

遇の従事経験がある者）は、令和９（2027）年３月 31 日まで延長されています。なお、

令和３年４月１日以降の従事経験は含めることができません。 

② 同行援護従業者－盲ろう者向け通訳・介助員 

令和３年３月 31 日において、地域生活支援事業の「盲ろう者向け通訳・介助員派遣事

業」に従事し、視覚障がい及び聴覚障がいを有する障がい者等に対して支援を行った経

験を有する者（以下「盲ろう者向け通訳・介助員」という。）(※)は、令和９（2027）年

３月 31 日まで、同行援護従業者養成研修を修了したものとみなす経過措置が設けられま

した。ただし、本取扱いによるヘルパーが行う同行援護の所定単位数は、10％の減算と

なります。（※当該支援を行った経験を有さない者は同行援護従業者養成研修修了者と見

なされず、同行援護に従事するには同研修の修了が必要です。） 

③ 今後の見直し対象 

（平成30年２月９日付厚生労働省事務連絡「平成30年４月以降の訪問系サービスの従業者要件

等について」の「４その他」抜粋） 

訪問系サービスの質の向上のため、次期障害福祉サービス等報酬改定に向け、以下の

者については、その要件の廃止も含めて検討を行う予定であることから、事業者への集

団指導等の機会を捉え、従業者の資質向上に向け、介護福祉士、実務研修修了者、居宅

介護職員初任者研修課程修了者、同行援護従業者養成研修（一般課程・応用課程）修了

者、行動援護従業者養成研修修了者の資格の取得について勧奨されたい。 

・障害者居宅介護従業者基礎研修課程修了者 

・旧身体障害者居宅介護等事業、旧知的障害者居宅介護等事業及び旧児童居宅介護等事

業に従事した経験を有する者 

・旧視覚障害者外出介護従業者養成研修課程修了者、旧全身性障害者外出介護従業者養

成研修課程修了者及び旧知的障害者外出介護従業者養成研修課程修了者 
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（３）通院時の介助(居宅介護・重度訪問介護・行動援護・同行援護・移動支援も準用) 

※「Ⅴ資料集－４通院時の診察室内介助」参照。 

通院時の介助については、病院等での受付終了後から精算までは病院等の管轄下に入

ることから介護給付費等の対象とはなりません。ただし、以下の場合においては、介護

給付費等の算定が可能です。 

①病院内の移動等の介助について 

院内介助や排せつ介助、待ち時間の必要な介助について病院が対応できない場合は、介
護給付費等の算定が可能です。 
なお、院内移動の一部として、診察室内への移動や診察台への移乗まで、及び診察終了
後の診察室からの移動や診察台からの移乗以降については介護給付費等算定の対象とし
ます。検査室・リハビリ室においても同様の取り扱いです。 

  ②診察室内（検査中及びリハビリ中を除く）の介助について 

障がい特性により診察に支障が生じるために支援した時間は、介護給付費等の算定が可
能です。 
なお、支援にあたっては、適切なアセスメントを行った上で、その必要性につい 
て個別支援計画等に記載してください。 

  ＜介護給付費等算定の対象となる行為の例＞  

・ 診察中の衣類の着脱介助  
・ 診察中のコミュニケーション支援  
・ 診察中の座位保持の介助 

（４）同一時間帯の複数サービスの提供 
同一時間帯においては、原則、単一サービスのみが利用できます。 

複数のサービス利用については介護給付費等の算定対象となりません。 

障がい福祉サービス・地域生活支援事業間（身体介護・家事援助・重度訪問介護・移動

支援等）だけでなく、訪問看護、訪問リハビリ、訪問入浴等、他のサービスの提供を受け

る時間帯においても原則同じです。 

サービス提供の計画を作成する際には、他のサービスの利用状況にも十分注意し、調整

を行ってください。 

（５）２人介護(居宅介護・重度訪問介護・行動援護・同行援護・移動支援も準用) 

２人のヘルパーによる介護については、特例的に認められるサービスであり、利用者か

らの申請に基づき各区において必要性を判断し決定することになります。認められた場合

は受給者証に記載することになります。 

したがって、受給者証にこれらの記載がない場合は、介護給付費等の算定は認められま

せん（受給者証に記載があり、これらのサービスを提供する場合は、必ず当該記載のある

受給者証の写しを事業所で保管してください）。 

（６）利用者とヘルパーの親族関係について 

同居の家族等である利用者に対する居宅介護・重度訪問介護・行動援護等のサービス提

供は禁止されています。（基準条例第 28 条） 

別居の家族、親族へのサービス提供についても、家族介護との区別が困難であり、安易

なサービス提供は適切とはいえないため、原則行わないでください。 
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（７）医療行為 
ヘルパーによる医療行為は禁止されています。看護師等の資格者であってもホームヘル

パー活動時は同様の扱いとなります。障がい福祉サービスの現場で想定される行為で、そ

の行為が医行為であるか否かは、厚生労働省からの解釈通知をもって判断することとなり

ます。 

 ※通知 

 ①「医師法第17条、歯科医師法第17条及び保健師助産師看護師法第31条の解釈について」 

  （平成 17 年 7 月 26 日付医政発第 0726005 号厚生労働省医政局長通知） 

 ②「医師法第 17 条、歯科医師法第 17 条及び保健師助産師看護師法第 31 条の解釈について

（その２）」（令和４年 12 月１日付医政発 1201 第４号厚生労働省医政局長通知） 

 ③医師法第17条、歯科医師法第17条及び保健師助産師看護師法第31条の解釈について（そ

の３）」（令和７年 12 月 26 日付医政発 1226 第 12 号厚生労働省医政局長通知） 

（８）介護職員等によるたん吸引等の実施 
介護職員等のたん吸引等の実施については、社会福祉士及び介護福祉士法施行規則の一

部を改正する省令（平成 23 年厚生労働省令第 126 号）により、喀痰吸引等の業務を行う事

業者は県への登録が必要です。 

また、以下①から③の通知※に基づいてたんの吸引等の実施が認められている介護従事

者以外は、研修機関の研修が必要です（研修、登録等の詳細は県にお尋ねください）。 

 

※通知 

①「在宅における ALS 以外の療養患者・障害者に対するたんの吸引の取扱いについて」 

（平成 17 年 3 月 24 日医政発第 0324006 号厚生労働省医政局長通知） 

②「ALS 患者の在宅療養の支援について」 

（平成 15 年 7 月 17 日医政発第 0717001 号厚生労働省医政局長通知） 

③「盲・聾・養護学校におけるたんの吸引等の取扱いについて」 

（平成 16 年 10 月 20 日医政発第 1020008 号厚生労働省医政局長通知） 

＜①または②の通知に基づいてたんの吸引を実施している者についての注意点＞ 

以下の行為を実施する場合は研修を受ける必要があります。 

・たんの吸引であっても通知に基づいて実施している以外の行為 

（例）口腔内のたん吸引を行っていた者が同じ利用者に対し、新たに気管カニューレ内

部のたん吸引を行う場合 

・通知に基づいて介護職員等によるたんの吸引の実施に同意を得た利用者とは別の利用者

に対してたんの吸引を実施する場合 

・経管栄養（胃ろう、腸ろう、経鼻経管栄養）を実施する場合 

   



Ｂ-01 

35 

４ 介護給付費等の算定等     ※報酬告示及び留意事項通知第二の２参照 

（１）介護給付費等の時間の算定 
介護給付費等の算定は、実際に要した時間ではなく、個別支援計画で定めたサービスに

要する時間（これを「サービスの提供に要する標準的な時間」といいます）に基づき算定

することに留意してください。そのため、当初の計画で定めたサービス提供内容や提供時

間が、実際のサービス提供と合致しない場合には、速やかに計画の見直し、変更が必要で

す（留意事項通知第二の２(1)①参照）。 

① 居宅介護（家事援助以外）、行動援護、同行援護及び移動支援における、１回あたりの最

小単位は 0.5 時間ですが、0.5 時間の算定は、所要時間 20 分程度以上の場合に可能となり

ます。 

計画時間について 0.5 時間を超えて算定する場合は、例えば１時間 20 分の所要時間は、

1.5 時間の算定とするように、20 分以上であれば切り上げます。したがって、１時間 19 分

の所要時間は１時間の算定となり、20 分未満の時間は切り捨ててください。 

（例） 20 から 49 分の所要時間 ･･･     0.5 時間未満（30 分未満）で算定 
50 から 79 分の所要時間 ･･･       1 時間未満（30 分以上 1時間未満）で算定 
80 から 109 分の所要時間 ･･･    1.5 時間未満（1時間以上 1時間 30分未満）で算定 

110 から 139 分の所要時間 ･･･       2 時間未満（1時間 30 分以上 2時間未満）で算定 
140 から 169 分の所要時間 ･･･     2.5 時間未満（2時間以上 2時間 30分未満）で算定 
170 から 199 分の所要時間 ･･･      3 時間未満（2時間 30 分以上 3時間未満）で算定 
200 から 229 分の所要時間 ･･･    3.5 時間未満（3時間以上 3時間 30分未満）で算定 

※ 国保連合会へインターネット請求をする場合、サービス提供実績記録票に入力すると
算定時間数が自動計算されますが、上記取扱いどおりの算定とならない場合は、終了
時刻を調整する必要があります。 

（例）10:00～11:05 と入力すると、自動計算で 1.5 時間と算定されますので、終了時刻を
11:00と入力し、算定時間が1時間になるように調整してください。併せて備考欄に「サ
ービス提供は 11:05 まで」などと入力してください。 

② 居宅介護の家事援助については、最初の 30 分以降は 15 分単位です。サービス提供実績
の該当時間帯に応じて算定してください。 

計画時間について最初の0.5 時間を算定する場合は、所要時間20分程度以上の場合に可
能となります。0.75 時間を超えて算定する場合は、例えば 53分の所要時間は、1時間の算
定とするように、8分以上であれば切り上げます。したがって、52分の所要時間は0.75時
間の算定となり、8 分未満の時間は切り捨ててください。 

（例） 20 から 37 分の所要時間 ･･･ 0.5 時間未満（30 分未満）で算定 
38 から 52 分の所要時間 ･･･ 0.75 時間未満（30 分以上 45 分未満）で算定 

  53 から 67 分の所要時間 ･･･ 1 時間未満（45 分以上 1時間 15 分未満）で算定 
  68 から 82 分の所要時間 ･･･ 1.25 時間未満(1 時間 15 分以上 1時間 30 分未満)で算定 
  83 から 97 分の所要時間 ･･･ 1.5 時間未満（1時間 30 分以上 1時間 45 分未満）で算定 
  98 から 112 分の所要時間･･･ 1.75 時間未満（1時間 30 分以上 1時間 45 分未満）で算定 

※ 国保連合会へインターネット請求をする場合、サービス提供実績記録票に入力すると
算定時間数が自動計算されますが、上記取扱いどおりの算定とならない場合は、終了
時刻を調整する必要があります。 

（例）10:00～11:05と入力すると、自動計算で1.25時間と算定されますので、終了時刻を
11:00と入力し、算定時間が1時間になるように調整してください。併せて備考欄に「サ
ービス提供は 11:05 まで」などと入力してください。 
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③ 重度訪問介護については、最初の１時間のみ１時間単位で算定を行い、その後は 0.5 時

間単位です。0.5 時間の算定は所要時間 20 分程度以上の場合に、１時間の算定は所要時

間 40 分程度以上の場合に可能となります。 

なお、１日分を合算して１時間を超えて、0.5 時間を算定する場合は、例えば１時間 20

分のサービス提供は 1.5 時間の算定とするように、20 分以上で切り上げます。 

したがって、１時間 19 分のサービス提供は１時間の算定とするように、20 分未満の時

間は切り捨てます。 

（例）40 から 79 分の所要時間 ･･･     1 時間未満で算定 
80 から 109 分の所要時間･･･   1.5 時間未満（1 時間以上 1 時間 30 分未満）で算定 

110 から 139 分の所要時間･･･     2 時間未満（1 時間 30 分以上 2 時間未満）で算定 

※ 国保連合会へインターネット請求をする場合、サービス提供実績記録票に入力すると
算定時間数が自動計算されますが、上記取扱いどおりの算定とならない場合は終了時刻
を調整する必要があります。      

（例）10:00～12:30(2時間30分)、16:00～18:30(2時間30分)、20:00～22:19(2時間19分)
と入力すると合計７時間19分ですが、自動計算で7.5時間と算定されますので、最後のサ
ービス提供の終了時刻を 22:00 と入力し、算定時間が７時間になるように調整してくださ
い。併せて最後のサービス提供の備考欄に「サービス提供は 22:19 まで」などと入力して
ください。 

④ 身体介護と身体介護等、同一サービス類型でサービス提供の間隔が２時間未満の場合

は、前後のサービス提供を合わせて１回として算定します（いわゆる「２時間ルー

ル」）。(居宅介護・同行援護、移動支援も準用。重度訪問介護は除く。行動援護は後述参

照)（留意事項通知第二の２(1)③参照）                      

※ インターネット請求をする場合の実績記録票の入力方法については、別添資料参照。 

（例）身体介護を１時間提供し、１時間後に再度身体介護を１時間提供した場合、前後の

身体介護を合わせて１回として算定するため、２時間で算定となります。 

   ※ 別の事業者の提供するサービスとの間隔が２時間未満である場合、２時間ルールは適用

されません。 

※福岡市が独自に設定している巡回型でサービス提供を行う場合（身体の状況等により、

短時間の間隔で短時間の滞在により複数回の訪問を行わなければならない場合）、２時

間ルールは適用されません。請求にあたっては、提供通番は別番号を設定することにな

ります。なお、巡回型のサービス提供を行う場合、利用者が当該支給決定を受けている

ことが必要となります。 

（２）居宅介護－事業所と同一敷地内建物等に居住する利用者に提供した場合の減算 
以下のイ又はロの者に居宅介護を行う場合は、所定単位数の 10％が減算となります。ハ

の者に居宅介護を行う場合は、所定単位数の 15％が減算となります。 

イ 居宅介護事業所の所在する建物と同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物若しく

は居宅介護事業所と同一の建物(以下「同一敷地内建物等」※という)に居住する利用者

（下記ハの者を除く。） 

ロ 居宅介護事業所における１月あたりの利用者が、同一の建物に 20 人以上居住する建物

（同一敷地内建物等を除く。）に居住する利用者 

ハ 居宅介護事業所における１月あたりの利用者が、同一敷地内建物等に 50 人以上居住す

る建物に居住する利用者 

※ 同一敷地内建物等の定義等については、留意事項通知第二の２(1)⑫参照。 

※「Ⅴ資料集－10 厚生労働省資料①平成30年度障害福祉サービス等報酬改定等に関するＱ

＆Ａ VOL.１」（平成 30 年３月 30 日）」参照。 
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（３）重度訪問介護の移動中介護 
重度訪問介護における移動中の介護については、移動介護加算対象として支給決定を受

けている時間の範囲内での利用となるように計画を作成してください。 

移動中の介護を利用した結果、移動介護加算対象として支給決定を受けている時間を超

えた場合の取扱いについては、超えた時間は加算の対象とはならないため、基本の介護給

付費だけ算定することになります。 

また、１日に３時間以上移動中の介護を実施した場合の実績記録票の移動中介護加算の

算定時間数については、一律４時間と記入してください。 

※ 初回１時間は 40 分を超える場合に１時間と算定してください。それ以降は、0.5 時間で

算定してください。 

※ ２人の従業者が同時に、２人介護で利用者の移動中介護を行った場合、２人分の移動介

護加算を算定することができます。 

※ インターネット請求での実績記録入力については、「算定時間数」の合計欄の部分には、

２人分の移動時間を算定してください。 

※１か月の移動中介護加算の算定時間の合計は移動中介護加算対象として支給決定を受け

ている時間の範囲内となります。なお、受給者証記載の移動中介護加算対象時間は、重

度訪問介護の基本の決定時間の内数であるので注意してください。 

 
（４）重度訪問介護－熟練した重度訪問介護従業者による同行支援 

以下の場合において、所定単位数の算定が可能です。 
     ①障がい支援区分６の利用者に対して、当該利用者の支援に熟練した従業者が、当該重度    

訪問介護事業所に新規に採用された従業者に同行して支援を行う場合 

   ②重度障害者等包括支援の対象となる利用者（15％加算対象者）に対して、当該利用者の

支援に熟練した従業者が、当該重度訪問介護事業所において重度障害者等包括支援の対

象となる利用者への支援に初めて従事する従業者に同行して支援を行う場合 

事業所において、同行支援を必要とする状況が生じた場合、各種要件を確認の上、福岡

市福祉局障がい在宅福祉課へ所定の様式（福岡市ホームページに掲載）により届出をお願

いします。 

なお、利用者に同時に支援できる人数は２人までとなることから、２人介護による支援

に加えて熟練ヘルパーによる同行支援を同時間帯に算定することはできません。 

※ 具体的な取扱いについて、留意事項通知第二の２(2)⑥を確認してください。 

（５）重度訪問介護－入院時支援連携加算 
 病院又は診療所に入院する前から重度訪問介護を受けていた利用者が当該病院又は診療

所に入院するに当たり、重度訪問介護事業所の職員が当該病院又は診療所 を訪問し、当

該利用者に係る必要な情報の提供及び当該病院又は診療所と当該重度訪問介護事業所が連

携して入院時の支援を行うために必要な調整を行った場合に、１回を限度として所定単位

数の加算が可能です。 

入院前の事前調整の際には、入院時情報提供書の作成が必要となりますので注意してく

ださい。 

※ 具体的な入院時支援連携加算の取扱いについては、留意事項通知第二の２(2)⑯参照。 
※ 入院時情報提供書については、「入院時支援連携加算に関する様式例の提示等について」

（令和６年３月 28 日障障発 0328 第２号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福
祉課長通知）」参照。 
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（６）行動援護の報酬算定 
行動援護の１日あたりの報酬算定は８時間以内で、原則、１日につき１回のみの算定と

なるため注意してください。 

例外的に、１日に複数回利用する場合は、利用時間を通算して１回の利用と見なすこと

ができます。例えば、１日に２回利用した場合は、サービス提供実績記録票は２段に分け

て記入しますが、提供通番（サービス提供実績記録票の１番左端の列）は同じ番号を記入

してください。 

なお、１日に複数回利用する場合に別のサービス提供事業所が支援に入ることも可能で

すが、請求は１つの事業所がまとめて請求してください。 

また、時間帯による加算の設定はありません。 

（例）３月３日に 9:00～10:30（１時間 30 分）、13:00～14:00（１時間）の２回利用した場合

は、通算して２時間 30 分算定することができます。 

サービス提供実績記録票の記入方法は以下のとおりです。  

（７）特定事業所加算 
居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護の特定事業所加算の届出を行っている事業所

においては、加算取得の届出後も常に要件（体制要件、人材要件、重度障がい者対応要件）を

満たしている必要があります。このため、加算の種類に応じた要件を満たしているか、例えば、

人材要件の有資格者の割合などについて、継続して確認を行ってください。サービス提供責任

者やヘルパーの採用、退職等があった場合は、届出の要件を満たすことになるか、特に注意す

る必要があります。 

福岡市ホームページに掲載している「市別紙 1～23」のファイルに、「特定事業所加算チェ

ックリスト」「特定事業所加算人材要件（従業者に関する要件）確認票」や「特定事業所加算

重度障害者対応要件確認表」がありますのでご活用ください。 

合わせて、体制要件である従業者ごとの研修計画の策定、実施、技術指導等を目的とした会

議の開催、サービス提供責任者と従業者との間の情報伝達、報告の実施等を常に行い、記録を

保管してください。 

【記載例】

サービス提供年月　平成22年3月分

開始時間 終了時間

1 3 水 ○○○○ 9:00 10:30

1 3 水 ○○○○ 13:00 14:00 2.5 1

2.5

算
定
時
間

派
遣
人
数

備考

算定時間数計

２段に分けて記入する。

契約支給量 行動援護（基本）　40時間 事業者及びその事業所 ○○○事業所

提
供
番
号

日
付

曜
日

回数 ヘルパー資格

サービス提供時間

行動援護サービス提供実績記録票

受付年月　　平成22年4月

受給者証
番　　　号

○○○○○○○○○○
支給決定障害者等氏名

（障害児氏名）
○○　○○○ 事業所番号 ○○○○○○○○○○

提供通番は，同じ番
号を記入する。
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（８）代理受領通知 
介護給付費等の支払いは、本来は市町村から利用者本人に行われるものであり、市町村から

事業者に支払われるものは、利用者が受領するべき費用の代理受領です。 

したがって事業者は、介護給付費等を代理受領した場合は利用者に金額を通知しなければな

りません（基準条例第 24 条参照）。 

（９）福岡市における利用者負担 

「Ⅳ 利用者負担、高額障がい福祉サービス費－１ 利用者負担」参照。 

（10）福岡市における利用者負担上限額管理 
「Ⅳ 利用者負担、高額障がい福祉サービス費－２ 利用者負担上限額管理事務依頼（変更）

届出書」参照。 

利用者負担額の上限額管理を行う場合は、利用者負担上限額管理事務依頼(変更)届出書

に受給者証を添えて各区に提出してください。利用者負担上限額管理加算は届出のあった

月から算定可能です。（地域生活支援事業には加算はありません。） 

また、平成 19 年９月のサービス提供以降、障がい福祉サービスの利用者負担上限額管理

結果票はデータで国保連合会に提出することとなりましたが、従前どおり紙ベースの利用

者負担上限額管理結果票の作成は必要であり、作成後利用者が確認したものを事業所に保

管する必要があります。  

（11）福岡市における高額障がい福祉サービス費 
「Ⅳ 利用者負担、高額障がい福祉サービス費－３ 福岡市高額障がい福祉サービス費」参照。 

（12）地域生活支援事業に係る利用者負担額の世帯内合算 
「Ⅳ 利用者負担、高額障がい福祉サービス費－４ 地域生活支援事業に係る利用者負担額の

世帯内合算」参照。  
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Ⅳ 利用者負担、高額障がい福祉サービス費 

１ 利用者負担 

（1）障がい福祉サービスを利用したときの費用 
所得に応じた自己負担額（利用者負担上限月額）があります。ただし、利用者負担上限額よ

りもサービスに必要な費用の１割が低い場合は、低い方の額の負担となります。 

市民税課税世帯で所得割額の合計が 16 万円以上の利用者については、福岡市独自に上限額

を 1/2 の額に引き下げています。（グループホーム、宿泊型自立訓練利用者含む｡） 

 

●福岡市の利用者負担上限月額 

区分 在宅・日中活動系・

居住系サービス(施

設入所支援・グルー

プホームを除く) 

居住系サービス(施

設入所支援) 
・障がい者世帯は、本人及び配偶者の収入で決定 

・障がい児世帯は、原則住民票上の世帯員の収入で決定 

・20 歳未満の入所者は、保護者等の収入で決定 

市
民
税 

非
課
税
世
帯 

生活保護 生活保護世帯の人 

０円 ０円 

低所得 生活保護世帯以外の人 

市
民
税
課
税
世
帯 

一般 

市民税所得割額の合計が

16 万円(※1)未満の人 

9,300 円 ※2 

未就学児  0 円 

学齢児  3,000 円 

37,200 円 

未就学児   0 円 

学齢児  3,000 円 

※食事代は別途 
市民税所得割額の合計が

16 万円(※1)以上の人 

18,600 円 

未就学児   0 円 

学齢児  3,000 円 

※１ 平成 30 年度の税制改正前の市民税所得割の税率（6%）により算定した額 

※２ グループホーム入居者及び宿泊型自立訓練利用者については 18,600 円 

在宅サービス 
居宅介護(ホームヘルプ)、重度訪問介護、同行援護、行動援

護、短期入所、自立生活援助 

日中活動系サービス 
生活介護、自立訓練、就労選択支援、就労移行支援、就労継

続支援、就労定着支援 

居住系サービス 施設入所支援、共同生活援助 

※居住系サービス利用者で、低所得の場合に、家賃等の補足給付があります。 

 

（2）地域生活支援事業を利用したときの費用 
上表の在宅・日中活動系・居住系サービス（施設入所支援を除く）と同じ利用者負担上限額

が設けられます。ただし、利用者負担上限額よりもサービスに必要な費用の１割が低い場合は、

低い方の額の負担となります。 

なお、障がい福祉サービスと地域生活支援事業の自己負担は別になります。 
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２ 利用者負担上限額管理事務依頼（変更）届出書 

  

上限額管理事業所所在地及び連絡先

上限額管理事業者及びその事業所の名称

　　　印

（提出先）

様

　　　年　　　月　　　日

住　所

電話　　　　　（　　　　）

氏　名

事業所番号

利用者負担上限額管理を依頼（変更）した事業者

　上記の者より、　　　　年　　月　　日にあった利用者負担上限額管理の依頼の件につきましては、責任を
持って利用者負担の上限額管理事務を行うことを承諾します。

事業所を変更する場合の事由等 変更年月日 　　年　　　月　　　日

利用者負担上限額管理事務依頼（変更）届出書

支給決定障がい者等氏名 受給者証番号

フリガナ

生年月日

　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日

市町村
確認欄

１　この届出書は,利用者負担の上限額管理を依頼する事業所が決まり次第,受給者証を添えて,各区福祉・介護保険課または健康課へ提出してください。

２　利用者負担の上限額管理を依頼する事業所を変更するときは，変更年月日を記入のうえ，各区福祉・介護保険課または健康課へ提出してください。

３　この届出書の届出がない場合，利用者負担額を一旦全額負担していただくことがあります。

※事業所を変更する場合は必ず記入してください。

変更前の事業所への連絡（□済　□　未）

　上記の指定サービス事業所に利用者負担の上限額管理を依頼することを届出します。

　また、利用者負担の上限額管理のために、私にサービスを提供した事業所が上記届出事業所にサー
ビス利用状況等を情報提供することに同意します。
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３ 福岡市高額障がい福祉サービス費 

（１）制度の内容 

同一世帯に２人以上の障がい福祉サービスの利用がある場合など、世帯全体で下記の基準

額を超える利用者負担がある場合に、区役所で手続きし、基準を超えた額を世帯員各自に償

還払いする制度です。 

●基準額 

区  分 
在宅・通所 

施設入所等 
補装具を合算しない 補装具を合算する 

一般１ 

市民税課税世帯で、 
市民税所得割額の 
合計が 16 万円(※)未満の人 
(障がい児世帯は同 28万円(※)） 

9,300 円 

未就学児  0 円 

学齢児 3,000 円 
37,200 円 

37,200 円 

未就学児  0 円 

学齢児 3,000 円 

※食事代は別途 一般２ 
市民税所得割額の 
合計が 16 万円(※)以上の人 
(障がい児世帯は同 28万円(※)） 

18,600 円 

未就学児  0 円 

学齢児 3,000 円 

※平成 30 年度の税制改正前の市民税所得割の税率( ６％ )により算定した額 

（２）合算の対象となる費用 

 ・障がい福祉サービスの利用者負担額 

   ※障がい児（兄弟児）は上限額管理で対応（支給決定者は保護者） 

 ・地域生活支援事業（日常生活用具・重度障がい者入院時コミュニケーション支援は除く）の

利用者負担額 

・補装具費の利用者負担額（同じ利用者が障がい福祉サービスを利用している場合のみ） 

・介護保険の利用者負担額（同じ利用者が障がい福祉サービスを利用している場合のみ） 

 ・児童福祉法に基づく障がい児通所給付費及び障がい児入所給付費 

  ※地域生活支援事業は、一般２の場合のみ合算対象 

（３）必要な書類等（窓口は各区の福祉・介護保険課又は健康課） 

 ①申請書（１人に１枚、各自の振込口座を記入） 

 ②領収書（事業者名、サービス提供月等の記載※１、領収印押印が必要） 

※１ 実費負担分がある場合、内訳を記載。 

③受給者証 

④振込口座が確認できる預金通帳（原本又は写し） 

 

請求の時効は、サービス利用月から３月後の初日から５年となっております。 

対象となる可能性がある利用者がおられましたら、勧奨をお願いします。 

詳しくは各区の福祉・介護保険課又は健康課までご連絡ください。 

 

 

 

 

 



Ｂ-01 

43 

【65 歳以上の高齢障がい者に対する介護保険サービス利用負担軽減】 

                          ※新高額障がい福祉サービス費                   

① 制度の概要 

  65歳に達する日前５年間、介護保険相当障がい福祉サービス※１の支給決定を受けていた方

に対し、平成30年４月以降の介護保険サービスの利用者負担額を償還する制度です。 

※１ 居宅介護、重度訪問介護、生活介護、短期入所のいずれか。 

② 対象者（下記のすべてを満たす人） 

 ・65歳に達する日前５年間（入院その他やむを得ない事由により介護保険相当障がい福祉サー

ビスに係る支給決定を受けていなかった期間を除く。）引き続き介護保険相当障がい福祉サ

ービスの支給決定を受けていたこと。 

 ・障がい者及び当該障がい者と同一の世帯に属するその配偶者が、当該障がい者が 65歳に達す

る日の前日の属する年度（当該障がい者が 65歳に達する日の前日の属する月が４月から６月

までの場合にあっては、前年度）分の地方税法の規定による市町村民税を課されない者（市

町村の条例で定めるところにより当該市町村民税を免除された者を含むものとし、当該市町

村民税の賦課期日において同法の施行地に住所を有しない者を除く。）であったこと又は障

がい者及び当該障がい者と同一の世帯に属するその配偶者が、当該障がい者が65歳に達する

日の前日の属する月において被保護者若しくは要保護者であって、境界層該当者として負担

軽減措置を受けていたこと。 

 ・65歳に達する日の前日において障がい支援区分（障がい程度区分）が区分２以上であるこ

と。 

 ・65歳に達するまでに介護保険法による保険給付を受けていないこと。 

③ 対象となるサービス 

 ・障がい福祉相当介護保険サービス 

  訪問介護、通所介護、短期入所生活介護、地域密着型通所介護、小規模多機能型居宅介護。 

※介護予防サービス及び地域密着型介護予防サービスは対象外。 

●公的給付支給等口座（以下、「公金受取口座」という。）の利用について 

① 公金受取口座登録制度の内容 

預貯金口座を一人一口座、給付金等の受取のための口座として、国（デジタル庁）に 任

意で登録していただく制度。 

② 対象となる事務手続き 

  高額障がい福祉サービス費等給付費、新高額障がい福祉サービス等給付費の支給 

【利用者負担額と償還払いの基準（障がい児の子育て支援施策）】 

① 概要 

 ０歳から 17歳の障がい児を持つ子育て世帯に対して、経済的な負担軽減策として、 障がい

福祉サービスの利用者負担額を軽減するものです。 

② 対象となるサービス 

  居宅介護、同行援護、行動援護、短期入所、施設入所支援、移動支援、日中一時支援 

 重度障がい者等入院時コミュニケーション支援事業、重度障がい者入浴サービス 

〈障がい児のみ利用できるサービス〉 

  放課後等デイサービス、児童発達支援、居宅訪問型児童発達支援、保育所等訪問支援 

 福祉型障がい児入所支援、医療型障がい児入所支援、医療的ケア児レスパイト事業 

 



Ｂ-01 

44 

③ 利用者負担額 

区  分 
在宅・通所 

施設入所等 
補装具を合算しない 補装具を合算する 

生活保護世帯 

市民税非課税世帯 

          （R6.1 月～） 

０円→０円（変化なし） 

市民税課税世帯一般１ 

（市民税所得割額の 

合計が 28 万円以下） 

4,600 円 

↓ 

  （R6.1 月～） 

未就学児 ０円 

学齢児 3,000 円 

37,200 円 

↓ 

  （R6.1 月～） 

37,200 円 

（変化なし） 

37,200 円 

↓ 

（R6.1 月～） 

未就学児 ０円 

学齢児 3,000 円 

 

市民税課税世帯一般２ 

（市民税所得割額の 

合計が 28 万円以上） 

18,600 円 

↓ 

  （R6.1 月～） 

未就学児 ０円 

学齢児 3,000 円 

※未就学児は０歳から５歳、学齢児は６歳から 17歳までの障がい児をいいます。 

 

④ 対象月 

  令和６年１月以降に利用した障がい福祉サービスの利用者負担額が軽減されます。 
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４ 地域生活支援事業に係る利用者負担額の世帯内合算 

住民票上の同一世帯（以下「同一世帯」という）に地域生活支援事業の利用者が２人以上

存在し、かつ、負担上限額が 9,300 円（障がい児世帯は 3,000 円）（一般１）または 18,600

円（一般２）（障がい児世帯は 3,000 円）の者が存在する世帯の場合、 

・障害福祉サービスと地域生活支援事業のぞれぞれについて、一番高い負担上限額（9,300 円

（3,000 円）又は 18,600 円（3,000 円））をその世帯の負担上限額とし、世帯員の利用者負

担額の合算が世帯の負担上限額を超えないように、世帯の上限額管理を行います。 

・ その場合、地域生活支援事業に関しては、世帯員全員に対して１つの事業者が上限額管理

者となり、上限額管理者は世帯員全員のサービス提供事業所から利用者負担額一覧表の提出

を受け、下記処理方法に従い世帯の上限額管理を行ったうえで、上限額管理結果票を作成

します。 

なお、障がい福祉サービスにおける世帯内合算については、高額障がい福祉サービス費の

償還払いと同様の考え方に基づき、利用者からの申請を受け各区福祉・介護保険課、健康課、

こども発達支援課（放課後等デイサービスの利用がある場合）で償還払いを行います。（高

額障がい福祉サービス費） 

※高額障がい福祉サービス費の申請において、利用者負担額の合算が可能なのは、一般２の世

帯のみですが、障がい児世帯については、所得区分に関わらず合算可能です（補装具及び日常

生活用具に係る費用を除く）。 

処理方法 

① 対象となる世帯については、各事業所は上限額管理者に対し、世帯員全員の利用者負担額一

覧表を提出する。 

② 上限額管理者は各事業者から提出された利用者負担額一覧表を基に、まず通常どおり各人の

負担額を上限額管理する。 

③ 世帯員の中で最も高い負担上限月額（9,300 円（3,000 円）または 18,600 円（3,000 円））

を、その世帯の負担上限月額に設定する。 

④ ②で各人ごとに上限額管理した負担額を合算し、世帯員全員の負担額を算出する。 

⑤ ③で設定した世帯の負担上限月額を④の負担額合算額で除し、軽減率を算出する。 

⑥ ②の各人の負担額に⑤の軽減率を乗じ、各人の調整後負担額を算出するが、端数が発生した

場合は負担額が一番高い者で調整する 

⑦ 調整後の負担額を基に上限額管理結果票を作成し、「地域生活支援事業世帯上限額管理用シ

ート」を添付し各事業所に通知する。なお、負担額を割り振る優先順序は上限額管理事業者

→調整前の各人の利用者負担額が高い事業者→低い事業者とする。 

※ 具体例は、別紙をご参照ください。 

※ 福岡市ホームページに「地域生活支援事業世帯上限額管理用シート」を掲載していますの

で、トップページで上記ファイル名を検索し、ダウンロードしてください。  
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地域生活支援事業世帯上限額管理方法              【例】 

算定シートを利用する場合は黄色の網掛け部分のみに入力しますが具体例を以下に示します 

状況は下記のとおり 

  
○○事業所分 

の負担額 

△△事業所分 

の負担額 

□□事業所分 

の負担額 
負担額合計 

地域生活支援事業 

の負担上限月額 

福岡 太郎 7,500 4,000 2,000 13,500 18,600 

福岡 花子  8,000 3,000 11,000 9,300 

     0  

○○事業者が上限額管理者 

① 各事業者は上限額管理者に対し世帯員全員の利用者負担額一覧表を提出する 

② 上限額管理者は各事業所から提出された利用者負担額一覧表を基に，まず通常どおり各人の負担額を上限額管理する 

  
各人ごとの上限額

管理後の負担額 

福岡 太郎 13,500 

福岡 花子 9,300 

    

③ 世帯員の中で最も高い負担上限月額をその世帯の負担上限月額に設定する 

18,600 

④ ②で各人ごとに上限額管理した負担額を合算し，世帯員全員の負担額を算出する 

  
各人ごとの上限額

管理後の負担額 

福岡 太郎 13,500 

福岡 花子 9,300 

    

合計  22,800 

⑤ ③で設定した世帯の負担上限月額を④の負担額合算額で除し，軽減率を算出する 

18,600÷22,800≒0.8158 

⑥ ②の各人の負担額に⑤の軽減率を乗じ（切り上げ），各人の調整後負担額を算出するが，端数が発生した場合は

負担額が  一番高い者で調整する。 

福岡 太郎 13,500×0.8158＝ 11,014 →1 円の端数を調整→ 11,013 

福岡 花子 9300×0.8158＝ 7,587  7,587 

     

 合計 18,601  18,600 

⑦ 調整後の負担額を基に上限額管理結果票を作成し，「地域生活支援事業世帯上限額管理用シート」を添付し各事業所

に通知する 

 ○○事業所分 

の負担額 

△△事業所分 

の負担額 

□□事業所分 

の負担額 

福岡 太郎 7,500 3,513 0 

福岡 花子  7,587 0 

    

負担額を割り振る優先順序は上限額管理事業者→調整前の各人の利用者負担額が高い事業者→低い事業者 
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【例】 

地域生活支援事業世帯上限額管理用シート               ＿＿年＿＿月サービス提供分 

※各事業所に上限額管理結果票を送付する際に本シートを添付すること 

網掛け部分にのみ入力 

１．各人の負担額の状況 

負担額合計 

が高い者か 

ら順に入力 

すること 

氏  名 
各人の地域生活支援事業

の負担額合計 

各人の地域生活支援事業の

負担上限月額 

各人ごとに上限額管理し

た負担額 

※左の２欄のうち低い金

額 

世帯員Ａ 福岡 太郎 13,500 18,600 13,500 

世帯員Ｂ 福岡 花子 11,000 9,300 9,300 

世帯員Ｃ    0 

世帯員Ｄ    0 

合  計   22,800 

 

２．算定 

（１）世帯負担上限月額（円） 

18,600 ※世帯員の負担上限月額の最も高い額 

（２）各人ごとに上限額管理した負担額（円） 

世帯員Ａ 世帯員Ｂ 世帯員 C 世帯員Ｄ 

13,500 9,300 0 0 

（３）世帯負担額合算 

22,800 ※この金額が（１）の金額を超える場合に世帯上限額管理が必要となる 

世帯上限額管理の必要性の有無＿あり※「なし」の場合は各人それぞれ徴収する 

（４）負担額の軽減率 （１）／（３） 

0.8158   

（５）各世帯員調整後負担額（円） （２）×（４）※端数額は最も負担額が高い者で調整 

世帯内で最も負担額が高い者 世帯員Ａ 

 

世帯員Ａ 世帯員Ｂ 世帯員 C 世帯員Ｄ 合計 

11,013  7,587  18,600 

 

（５）で算出した金額を基に各事業者で徴収する負担額を算出し，上限額管理結果票を作成する。 
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５ 利用者負担上限額管理結果票 

 

 

 

（様式２）

1　管理事業所で利用者負担額を充当したため、他事業所の利用者負担は発生しない。

2　利用者負担額の合算額が、負担上限月額以下のため、調整事務は行わない。

3　利用者負担額の合算額が、負担上限月額を超過するため、下記のとおり調整した。

合計

0

管理結果後利用者負担額

総費用額

事業所名称

総費用額

項番

月分○ ○ 年 ○

利用者負担額

事業所番号

事業所及び
その事業所

の名称

福岡市

0 0

令和 ○

管
理
事
業
者

0

福岡　太郎

3

受 給 者 証 番 号 3 1 0 00

市町村名 1

○○事業所

1 1

1 16

支給決定障がい者等

障 が い 児 氏 名

01 0 0指定事業所番号 4 0

利用者負担上限月額 1 8 6 0 0

0

2

0 0 20 4

□□事業所△△事業所

0 0 07 5 0 00 0

0 47 5 0 0 00 0

7 5 0 0

0

3 5

0

管理結果後利用者負担額

利用者負担額

01 3

氏 名

支 給 決 定 に 係 る

4061100011

事業所名称

32

4061100022 4061100033

○○事業所

項番 1

事業所番号

0 01 3 5

1 31 1 0

利用者負担上限額管理結果 3

利用者負担上限額管理結果票

1 3 5 0 0

0 7市町村番号 4 0 1

利

用

者

負

担

額

集

計

・

調

整

欄

利

用

者

負

担

額

集

計

・

調

整

欄

上記内容について確認しました。

年 月 日

支給決定障がい者等氏名

【 例 】
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Ⅴ 資料集 

１ サービス提供責任者の資格要件         

 

   

居宅介護
重度訪問
介護

行動援護 同行援護

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

×
ただし、同行援護従業者
養成研修（一般及び応用）

の修了者、かつ、視覚障
がい者・児、身体障がい
者・児に対する実務経験
が３年ある者は○

経験３年
○

※２
×

経験３年
○

※３

○

※１

※２ 知的障がい者・児、精神障がい者に対する実務経験

※３ 視覚障がい者・児に対する実務経験

　

障がい福祉サービス

行動援護従業者養成研修修了者
強度行動障害支援者養成研修（基礎研修及び
実践研修）修了者

同行援護従業者養成研修（一般及び応用)修了者

【一般課程の相当研修】
 ・移動介護従業者養成研修（視覚障害者研修課程）

 ・ガイドヘルパー養成研修（視覚障害者研修課程）

【応用課程の相当研修】
 ・社会福祉法人日本盲人連合会が実施した
　 視覚障害者移動支援事業資質向上研修
 ・社会福祉法人日本視覚障害者団体連合が
   実施した視覚障害者移動支援従事者資質向上研修

×

×

×

表中「サービス提供可」は○、「実務経験が必要なもの」は経験■年○と表記。（■は必要年数）
なお、実務経験１年以上は期間が通算365日以上かつ業務従事日数180日以上、実務経験２年以上、３年以上はそれぞれ日数
を２倍、３倍にしたもの。

居宅介護職員初任者研修課程修了者
居宅介護従業者養成研修２級課程修了者
訪問介護に関する２級課程修了者

介護福祉士

実務者研修修了者

介護職員基礎研修修了者

居宅介護従業者養成研修１級課程修了者
訪問介護に関する１級課程修了者
(看護師、准看護師は修了者として取扱う)

令和３年３月31日において、「居宅介護従業者の要件を満たす者で、知的障がい者・児、精神障がい者に対する直接支
援業務に５年以上従事した経験を有する者」は、令和９年３月31日までの間は資格要件を満たしているものとみなす。
なお、令和３年４月１日以降の従事経験は含めることはできない。

国立障害者リハビリテーションセンター学院
視覚障害学科の教科を履修した者等

経験３年
○

×

※１

ただし、同行援護従業者
養成研修（一般及び応用）

の修了者は○

×
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２ サービスを提供する従業者（ヘルパー）の資格要件                    

  

   

身体介護
を伴う

身体介護
を伴わ
ない

区分５
以下

区分６ 視覚 全身性 知的 精神

○

○

×

×
※９

△
30％減

△
30％減

経験
１年△
10％減
※８

×

○

× ○ × ○ × ×

○
別報酬
体系

△
10％減

○
別報酬
体系

○ ○

○ ○ ×

○

△
10％減

×

※1
※2

※3
※4
※5
※6

※7
※8
※9

　
表中「サービス提供可」は○、「サービス提供可だが減算があるもの」は△、「１年の実務経験が必要なもの」は経験１年○、「１年の実務
経験が必要であり、かつ、減算があるもの」は経験１年△と表記。なお、実務経験１年以上とは、期間が通算365日以上かつ業務従事日数180
日以上のもの。

障がい福祉サービス 地域生活支援事業
居　　宅　　介　　護

重度訪問介護

行動
援護

同行
援護

移動支援

身体
介護

家事
援助

通院等介助

介護福祉士

○ ○ ○ ○

○

○

×

×

×

×

×

○

×
※６

経験
１年○

※８

×

実務者研修修了者

居宅介護職員初任者研修課程修了者

介護職員初任者研修修了者 　※１
(看護師、准看護師は修了者として取扱う)

障害者居宅介護従業者基礎研修課程修了者
※２

○

×

×

○ ○

○
生活援助従事者研修課程修了者

○
別報酬
体系重度訪問介護従業者養成研修（追加課程又

は統合課程）修了者

× ×

同行援護従業者養成研修修了者（一般）
【一般課程の相当研修】
 ・移動介護従業者養成研修
　（視覚障害者研修課程）
 ・ガイドヘルパー養成研修
　（視覚障害者研修課程）

全身性障がい者ガイドヘルパー養成研修修
了者　※３

△
10％減

△
10％減重度訪問介護従業者養成研修（基礎課程又

は行動障害支援課程）修了者 ○
別報酬
体系

介護職員基礎研修課程、訪問介護に関する１級課程（ヘルパー１級）の修了者は従事可。

×

国立障害者リハビリテーションセンター学院
視覚障害学科の教科を履修した者等

盲ろう者向け通訳・介助員 ※５

介護職員基礎研修課程、訪問介護に関する１級課程(ヘルパー１級)又は２級課程(ヘルパー２級)修了者は、修了者とみなす。

日常生活支援養成研修修了者

△
10％減

視覚障がい者ガイドヘルパー養成研修修了
者　※３

×

平成18年9月30日までの知的障害者外出介護従業者養成研修の修了者又は平成18年9月30日に受講中であった修了者も含む。

×

知的障がい者ガイドヘルパー養成研修修了
者　※３

経験
１年○
※７

×
△

30％減

強度行動障害支援者養成研修
（基礎研修及び実践研修）修了者

令和３年３月末までに「盲ろう者向け通訳・介助員派遣事業」に従事し支援を行った経験を有する者。（令和８年度末までの経過措置）

令和3年3月31日時点で居宅介護の従業者要件を満たす者で、知的障がい者、知的障がい児又は精神障がい者の福祉事業(直接処遇のみ)に
2年以上従事経験が有る者(令和3年4月1日以降は含めない)は令和8年度末までの間は資格を満たすものとみなす。

知的障がい又は精神障がいを有する身体障がい者又は障がい児の福祉に関する事業に従事した実務経験。
視覚障がいを有する身体障がい者又は障がい児の福祉に関する事業に従事した実務経験。

○行動援護従業者養成研修修了者　※４

訪問介護に関する３級課程(ヘルパー３級)修了者は、障害者居宅介護従業者基礎研修課程修了者に相当。居宅介護従業者基礎研修課程の
要件は、次期報酬改定に向け廃止も含めて検討予定とされている。
報酬改定に向け、その要件の廃止も含めて検討を行う予定とされていたが、令和６年度報酬改定では見直されていない。
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３ 通院時の診察室内介助                   

  ※令和７年５月２日福障宅第 165 号障がい在宅福祉課長通知 
「外出支援における通院時の介助について（通知）」の別紙 

(１) 病院内の移動等の介助について   
院内移動、排せつ介助、待ち時間の必要な介助について病院が対応できない場合は、介

護給付費等算定の対象とする。 

なお、院内移動の一部として、診察室内への移動や診察台への移乗まで、及び診察終了

後の診察室からの移動や診察台からの移乗以降については介護給付費等算定の対象とす

る。検査室・リハビリ室においても同様の取り扱いである。 

(２) 診察室内の介助について  
障がい特性により診察に支障が生じるために支援した時間は、介護給付費等算定の対象

とする。 

＜介護給付費等算定の対象となる行為の例＞ 

・ 診察中の衣類の着脱介助 

・ 診察中のコミュニケーション支援 

・ 座位保持の介助 

※診察室内の介助について、特例的取り扱いは不要。 

※利用者に代わり診療情報の聞き取りや座位保持等を行うことについては、適切なアセスメン

トを行った上で、その必要性について個別支援計画等に記載すること。 

※検査中及びリハビリ中に上記の支援を行うことは、介護給付費等算定の対象外。 

(３) 対象サービス 

居宅介護、重度訪問介護、行動援護、同行援護、移動支援 

(４) Ｑ＆Ａ  

問１ 通院時、すべての利用者の診察に立ち会う必要があるのか 

（答）適切なアセスメントを行った上で、利用者に代わり診療情報の聞き取りや受け答え

等の支援を行う必要性がある場合のみ立ち会うもの。 

問２ 居宅介護従事者が利用者に代わり診療情報の聞き取り等を行うにあたり、注意する

ことはあるか。 

（答）居宅介護従業者が利用者に代わり聞き取った診療情報は、メモに残すなどの対応を

行い、診察後に利用者やその家族にメモを渡すなどの工夫を行うこと。なお、重要な

内容である場合は、家族から直接、医師に確認してもらうなどすること。 

問３  医療機関から検査中の介助について依頼を受けることがある。その介助時間を報酬

算定してよいか。 

（答）報酬算定不可。(リハビリ中も同様。)診察室に限り、厚生労働省から見解が示され

たもの。 
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４ 熟練した重度訪問介護従業者による同行支援         

 

保 在 第134号 

平成30年5月16日 

指定重度訪問介護事業所 管理者 様 

福岡市保健福祉局障がい者在宅支援課長 

 

熟練した重度訪問介護従業者による同行支援について（通知） 

 

平成30年4月より、障がい支援区分が6の重度訪問介護利用者に対し、当該利用者の支援

に熟練した従業者が新任従業者に同行して支援を行う場合の所定単位数が設定されており

ます。 

このことに関しまして、福岡市における必要な手続きを下記のとおりお知らせいたしますの

で、今後、所要の手続きを行われますようお願いいたします。 

 

記 

 

【報酬算定にあたり必要な手続き】 

事業所において、同行支援を必要とする状況が生じた場合、福岡市保健福祉局障がい

者在宅支援課へ、別紙様式により届出を提出する。 

 

【留意事項】 

① 新任従業者とは、採用後６カ月を経過するまでの者。ただし、事故等のやむを得ない

理由により一時的に業務に従事できない期間等があった場合は、6カ月を超えて同行支

援の従事対象として差支えない。 

② 当該利用者への支援が１年未満となることが見込まれる新任従業者は対象外。 

③ 新任従業者ごとに120時間まで、1人の区分６の利用者に年間３人の新任従業者につい

て算定可能。 

④ 熟練従業者が複数の新任従業者に同行した場合の時間に制限はない。 

⑤ 熟練従業者が同行して支援を行うことの必要性や、当該期間については、利用者の状態

像や新任従業者の経験等を踏まえて判断される。 

⑥ 新任従業者が複数の区分６の利用者に支援を行う場合、当該利用者に行う同行支援の

合計時間が 120 時間を超えることは認められない。 

 

※ 文書中の「障がい者在宅支援課」は現在の「障がい者在宅福祉課」です。 

※「熟練した重度訪問介護従業者による同行支援に係る届出書」様式は福岡市のＨＰに掲載して

います。 

福岡市ホーム〉健康・医療・福祉〉福祉・障がい者〉福祉事業者に関すること〉事業者向けの
情報（障がい福祉サービス，地域生活支援事業等）〉５自己点検表、事業所運営に関する届出・
報告等の各種様式（障がい福祉サービス事業者向け）〉２届出・報告等の各種様式〉【訪問系サ
ービス】 

https://www.city.fukuoka.lg.jp/fukushi/shisetsushien/health/documents/jukurenntodoked
e.xlsx 
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５ 障害福祉サービス等における輸送に係る法的取扱い  
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６ 文書の取扱い（電磁的記録・電磁的方法）（令和３年７月１日施行） 

・記録の作成・保存等については、原則として電磁的な対応が可能です。 

・運営指導の際、電磁的記録についてはパソコンなどの端末から支援内容等の確認を行うた

め、パソコンなどは閲覧可能な状況にしてください。 

・必要に応じて記録の提出を求めることがあるため、出力できるようにしてください。     

※電磁的記録： 
パソコンのハードディスク、ＣＤ・ＤＶＤ、ＵＳＢメモリなどに記録・保存された電子
データ 

※電磁的方法： 

・電子メールに添付して送信する方法 
・オンライン上に開示し、閲覧や入力をできるようにする方法 

・オンライン上に開示し、ダウンロードできるようにする方法 

・ＵＳＢメモリ等に記録し交付する方法  

 

【例外】電磁的な対応不可 

① 受給者証に関するもの 

（契約支給量など受給者証に記載することが基準上定められている文書） 

② 交付、説明、同意、締結など相手方の意思確認等を伴う文書 

（申込書、説明書類、同意に係る書類、契約書、領収証、サービス提供証明書、個別支

援計画、実績記録票など） 

      ただし、②については、相手方の承諾を得た場合は電磁的方法によることができる。 

＊電磁的方法による交付の場合は、相手方が出力できるデータであること。 

＊電磁的方法による同意は、電子メールにより相手方が同意の意思表示をした場合

等が考えられる。 

＊実績記録票の確認も、電子署名や電子認証サービスの活用（利用時のログイン ID・

日時や認証結果などを記録・保存できるサービスを含む。）し、利用者本人による確認

が担保できる場合は、電磁的方法によることができる。 

＊電磁的方法による締結は、契約関係を明確にする観点から、記名押印に代えて電

子署名を活用することが望ましい。 

電磁的方法による同意・締結については「押印についてのＱ＆Ａ（令和２年６月 19 日内閣

府・法務省・経済産業省）」を参考にすること。 

 

【関係資料】 

・ 押印についてのＱ＆Ａ（令和２年６月 19 日内閣府・法務省・経済産業省） 
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７ 個人情報保護法の改正（令和４年４月１日施行）           

 

 

個人情報保護法の改正により、要配慮個人情報※の漏えい等の事案が発生した場合、又は発

生したおそれがある場合は、個人の権利や利益を侵害するおそれが大きいため、個人情報取扱

事業者は、速やかに（概ね３～５日以内）個人情報保護委員会に報告し、本人へ通知しなけれ

ばなりません。 

詳細については、下記相談先や 

 

※要配慮個人情報 

 人種、信条、社会的身分、病歴、犯罪の経歴、犯罪により被害を被った事実のほか、身
体障がい・知的障がい・精神障がいなどの障がいがあること、医師等により行われた健康

診断その他の検査の結果、保健指導、診療・調剤情報、本人を被疑者又は被告人として逮

捕等の刑事事件に関する手続が行われたこと、非行・保護処分等の少年の保護事件に関す

る手続が行われたことの記述などが含まれる個人情報 

 

  

 

【個人情報保護法に関する政府広報オンライン】 

https://www.gov-online.go.jp/article/201703/entry-7660.html 

 

【個人情報保護法に関する相談先】 

  ○ 個人情報保護委員会 個人情報保護法相談ダイヤル 

    電話番号 03-6457-9849 

    受付時間 平日 9：30～17：30（土日・祝日・年末年始は休業） 

  ○ 個人情報保護委員会 ＰＰＣ質問チャット  https://2020chat.ppc.go.jp/ 
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８ 厚生労働省資料                          

①平成 30年度障害福祉サービス等報酬改定等に関するＱ＆Ａ VOL.１（平成30 年 3 月 30 日） 

（１）居宅介護 

（同一敷地内建物等に居住する利用者に提供した場合の減算①） 
問23 月の途中に、「同一敷地内建物等に居住する利用者に提供した場合の減算」の適用を

受ける建物に入居した又は当該建物から退去した場合、月の全てのサービス提供部分が

減算の対象となるのか。 

（答）利用者が、減算対象となる建物に入居した日から退去した日までの間に受けたサービス

についてのみ、減算の対象となる。 

（同一敷地内建物等に居住する利用者に提供した場合の減算②） 
問24 住民票の住所と実際の居住場所が異なる場合は、実際の居住場所で「同一建物居住

者」として判断してよいか。 

（答）実際の居住場所で判断する。 

（同一敷地内建物等に居住する利用者に提供した場合の減算③） 
問25 「同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物」であっても「サービス提供の効率化

につながらない場合には、減算を適用すべきではないこと」とされているが、具体的に

はどのような範囲を想定しているのか。 

（答）本減算は、例えば、集合住宅の１階部分に事業所がある場合など、事業所と同一建物に

居住する利用者を訪問する場合には、地域に点在する利用者を訪問する場合と比べて、移動

等の労力（移動時間）が軽減されることから、このことを適正に評価するために行うもので

あり、事業所と同一建物の利用者を訪問する場合と同様の移動時間により訪問できるものに

ついては同様に評価することとし、「同一敷地内にある別棟の集合住宅」、「隣接する敷地

にある集合住宅」、「道路等を挟んで隣接する敷地にある集合住宅」のうち、事業所と同一

建物の利用者を訪問する場合と同様に移動時間が軽減されるものについては、減算対象とす

ることとしたものである。 

このようなことから、例えば、以下のケースのように、事業所と同一建物の利用者を訪

問する場合とは移動時間が明らかに異なるものについては、減算対象とはならないものと

考えている。 

・ 広大な敷地に複数の建物が点在するもの（例えば、ＵＲ（独立行政法人都市再生機構）

などの大規模団地や、敷地に沿って複数のバス停留所があるような規模の敷地） 

・ 幹線道路や河川などにより敷地が隔てられており、訪問するために迂回しなければなら

ないもの 

（同一敷地内建物等に居住する利用者に提供した場合の減算④） 
問26 「同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物」に該当するもの以外の集合住宅に居

住する利用者にサービスを提供する場合、利用者が１月あたり20 人以上の場合は減算の

対象となるが、算定月の前月の実績で減算の有無を判断することとなるのか。 

（答）算定月の実績で判断することとなる。 

（同一敷地内建物等に居住する利用者に提供した場合の減算⑤） 
問27 「同一建物に居住する利用者が、１月あたり20 人以上である場合の利用者数」と

は、どのような者の数を指すのか。 

（答）この場合の利用者数とは、当該居宅介護事業所とサービス提供契約のある利用者のう

ち、該当する建物に居住する者の数をいう（サービス提供契約はあるが、当該月において、

居宅介護サービス費の算定がなかった者を除く）。 



Ｂ-01 

58 

９ 各種参考様式等 
（１）個別支援計画書 

① 参考様式等掲載場所 
福岡市ホーム〉健康・医療・福祉 ＞福祉・障がい者 〉福祉事業者に関すること ＞事業者向け
の情報（障がい福祉サービス，地域生活支援事業等） 〉５ 自己点検表、事業所運営に関する
届出・報告等の各種様式（障がい福祉サービス事業者向け）〉２ 届出・報告等の各種様式〉
【訪問系サービス】 

https://www.city.fukuoka.lg.jp/fukushi/shisetsushien/health/documents/kyotakukeikak
u_zissikiroku.xlsx 

② 注意事項 

・作成日・作成者について、いつ・誰が作成したのか明確に記載すること。  

・利用者に計画書を説明後、必ず同意を得ること。 

・作成のため、利用者の状況を把握分析し、解決すべき課題を明らかにするためのアセス

メントを行うこと。 

・アセスメントに基づき、援助の方向性、目標、担当する従業者の氏名、サービスの具体

的内容、所要時間日程等を明らかになるよう作成すること。 

（２）実施記録 
① 参考様式等掲載場所 

福岡市ホームページ    上記（1）と同じ  

② 注意事項 

・居宅介護については、援助項目毎の実施時間を記載すること。 

・通院等介助等の外出支援を行った場合は、時系列に具体的な行き先・移動手段・控除時

間を必ず記載すること。 

（３）移動支援計画書 
① 参考様式等掲載場所  

福岡市ホーム〉健康・医療・福祉〉福祉・障がい者 〉福祉事業者に関すること〉事業者向けの
情報（障がい福祉サービス，地域生活支援事業等） 〉福岡市移動支援事業について〉7 様式 

個別型： 
https://www.city.fukuoka.lg.jp/fukushi/syougaisyashien/health/documents/keikaku.kir
oku.k.xlsx 

グループ型： 
同上 

② 注意事項 

・作成日・作成者について、いつ・誰が作成したのか明確に記載すること。  

・利用者・家族の同意を得ること。 

・利用者に計画書を説明後、必ず確認を受けること。 

（４）重要事項説明書 
① 作成例掲載場所   

福岡市ホーム〉健康・医療・福祉〉福祉・障がい者 〉福祉事業者に関すること〉事業者向けの
情報（障がい福祉サービス，地域生活支援事業等） 〉２ 指定申請・変更届出関係（指定障が
い福祉サービス事業者等）〉１ 新規指定申請について 

https://www.city.fukuoka.lg.jp/fukushi/shisetsushien/health/syougaijiritusienhou/in
dex_.html 


